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食品照射専門部会報告書 「食品への放射線照射について」について

平成 18年 10月 3日

原 子 力 委 員 会 決 定

当委員会は、本日、食品照射専門部会から、「食品への放射線照射につ

いて」と題する報告書を受領しました。

同専門部会は、原子力政策大綱を踏まえて、食品照射に関する現状等

について調査審議するために、学識経験者、マスコミ関係者、消費者、

食品産業関係者などの有識者を構成員として設置されたものです。本報
|

告書は、同専門部会が食品照射に関する基準等の国際動向を調査審議す

るとともに、自ら開催した食品照射について国民からのご意見を聴く会

において得られたご意見をも踏まえて報告書 (案)を とりまとめ、これ

を意見募集に付すとともに、ご意見を聴く会を2ケ 所で開催し、これら

を通じて得られた国民の意見も参酌して、取りまとめたものです。

本報告書は、食品照射を巡る内外の現状を把握した上で、食品照射の

有用性、照射食品の健全性の見通し、食品照射を巡るその他の課題につ

いて整理し、これらを踏まえて我が国における食品照射に関する今後の

取組に関する考え方を示しています。当委員会は、これらの経緯から、

本報告書は十分な調査審議を行つて取りまとめられたもので、その考え

方は尊重すべきものと評価します。

2。 本報告書の示す今後の取組に関する考え方を踏まえ、当委員会は、文部

科学省、厚生労働省、農林水産省等において以下の取組が進められること

が必要であると考えます。また、研究者、事業者等においても、(1)②、

(2)②及び (3)の取組を進められることを期待します。

(1)食品安全行政の観点からの判断等

①食品安全行政の観点から妥当性を判断するために、食品衛生法及び

食品安全基本法に基づく、有用性が認められる食品、の照射に関す

る検討・評価 (まずは、有用性のある香辛料への照射について検討・



: 評価を実施。その他の食品については、有用性が認められる場合に

適宜、検討・評価を実施。)

②照射食品の健全性についての知見の不断の集積及び、健全性に関する

研究開発

③再照射を防止し、また、消費者の選択を確保する観′点からの照射食

品に関する表示の義務付けの引き続きの実施及びその今後の在り

方に関する検討

(2)検知技術の実用化等

①既存検知技術の試験手順の厳密化、公定検知法への採用等、行政検

査に用いられる公定検知法の早期確立、実用化に向けた取組の推進

②精度向上等の検知技術の高度化に向けた研究開発

‐③新しい照射食品の許可が行われる場合における監視・指導に係る新

たな対応の必要に応じた検討 .

(3)食品照射に関する社会受容性の向上

①食品照射に関して国民との相
=理
解を一層進めるための国民にわ

かりやすい形でのデニタの提供等の情報公開及び広聴・広報活動の

推進

②放射線利用全体に関する広聴・広報活動及び放射線に関する基本的

な知識に係る教育の充実

3.当委員会としても、本報告書の示す今後の取組に関する考え方を踏まえ、

本報告書の内容に関する国民との相互理解の充実等に努めます。

また、当委員会は、今後、原子力政策大綱に示される政策の評価等の

定例的な取組の中で、2.に示したところについて関係行政機関等の当    ‐

該取組の状況を把握し、それを踏まえ必要な対応を図つていくこととし

ます。           .
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はじめに

本業務では、食品安全行政の観点から食品への放射線照射について検討を行うため、こ

れまでに公表された科学的知見を収集し、食品へ球射線照射を行うことにより生じると考

えられる危害要因について、収集した文献等を精査・分析し、リスクプロフアイル原案を

作成するとともに、食品への放射線照射について、我が国内におけるニーズを把握するた

めの調査を実施した。

1.食品への放射線照射に係る科学的知見の収集及び整理 
｀

1.1食品への放射線照射の利用

1.1.1食品への放射線照射実用化の経緯

(1)国 際的な動向

1952年に Sparrowがジヤガイモの発芽防止効果を報告して以来、米国を中心に食品照射

の研究開発が本格的に展開された。表 1‐ 1に、食品照射の主要な歴史的経緯を示す。

1950年代は、米国、ソ連 (当時)等で食品照射の実用化に向けた研究が始められた時期

であり、米国陸軍では、50年代後半から60年代前半にかけて、ジャガイモ、小麦、ベー

コン、モモなど多数の品目を対象にラツトやイヌ、サルを用いた慢性毒性試験を実施して

いる。

その後、60年代から70年代にかけてFAO/1AEA/WHOな どの国際機関や各国の研究機関

において安全性の検討が行われるようになった。その中に0ま、照射小麦を摂取した栄養失

調児の末梢血細胞での倍数細胞 (ポリプロイド、多倍体細胞)の増加といった研究例 (1975

年、インド)があった。この実験は、後にWHOの報告書 (1994)において、「栄養失調児

に倍数細胞 (多倍体細胞)を出現させる証拠にはならない」と結論されたも

80年代に入ると、国際機関において、照射食品の安全性に関する基本的な合意が得られ、

実用化段階に入り、1980年のFAOAAEA/WHOの JECFI「照射食品の健全性に関する合同

専門家委員会」の結論に基づき、1983年にコーデックス委員会が 10kGy以下の照射食品の

一般規格を採択した。

90年代に入ると、米国で家禽肉、赤身肉の照射が許可されるなど、米国内での利用機運

が高まったほか、欧州でもオランダ、ベルギー、フランスを中心に食品照射が進んだ。し

かし、80年代後半からは、環境問題に対する意識の高まりやチェルノブイリ原子力発電所

の事故の影響などもあり、欧州では2000年以降、照射量は減少傾向となった。ドイツでは、

輸出用としてのみ、香辛料類の照射が実施されており、国内での照射食品の流通は禁止さ

れている。また、1997年、ドイツ国立栄養生理学研究所の研究グループにょって、アルキ

ルシクロプタノンの DNA損傷のデータが発表されるなど、一部で安全性を再検討する動
きも見られてきている。照射食品に関する国際的検討はその後も進められ、2003年にはコ

ーデックス委員会において、技術的な目的を達成する上で正当な必要性がある場合には、

10kGy以上での照射も認められることとなった。



表 1‐1 食品照射の主要な歴史的経緯
年 代 年 主 要 な 出 来 事
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米国 :ジヤガイモの発芽防止効果の発見 (Sparrow)
米国:陸軍によるジヤガイモ、小麦、ベーコン、モモ等を用いた慢性毒性試験 (ラ
ット、イヌ、サルを用いて1960年代半ばまで継続〉
米国:食品照射の法律制定認可のプロセスは食品添加物と同様に食品の種類毎に

個別に審査を経るもの

ソ連 :ジヤガイモの発芽防止許可 (カナダ :1959年 、米国 :1964年 )
OEEC/ESIEA:食 品照射研究グループ発足 (1971年 まで、19ケ 国)

60-70
年代‐

国際的|

な安全

評価段
階

l96l +
1963 +'
1964+

1967 +

rsea 4
rgos 4
tgto 4
tgts 4
pte.4
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FAO/1AEAMHO:照射食品の健全性に関する合同会合開催
米国 :穀物、ベーコンの許可
FAO/1N〕 A/WHO:照射食品の法規制の技術的基礎に関する合同専門家委員会に
おいて、照射生成物は食品添加物とみなす旨を決定
日本 :原子力特定総合研究「食品照射研究開発基本計画」として 7品目 (ジヤガ
イモ、タマネギ、米、小麦、ウインナーソーセージ、水産ねり製品、ミカン)の
研究開始 (総理府原子力委員会、87年終了)

米国 :ベーコンの許可取り消し (提出されたデータに対し、当時の FDAが ラッ
トの死亡率の上昇、体重減少等を示唆するデータがあると判断したため)

第 1回 JECFI(FAO/1AEAⅣHO小麦(ジヤガイモ、タマネギに関する照射食品
の健全性に関する合同専門家委員会)
IFIPが発足
インド:照射小麦を 4～ 6週間摂取した栄養失調児での倍数細胞 (ポ リプロイド、

多倍体細胞)の増加に関する研究
第2回 JECFI(FAO/1AEA/WHO照 射食品の健全性に関する合同専門家委員会):
食品照射は食品添加物ではなく物理的加工技術とみなすとの勧告
IFFIT:オ ランダに設置
日本 :「照射ベビーフード事件」が発生 (一審判決:1984年 、二審判決:1985年 )
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=
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第 3回 JECFI(FAO/1AEAIWHO照 射食品の健全性に関する合同専門家委員会):
10kG,以 下の照射は健全性に問題がないとの見解を発表
Codex:「照射食品に関する国際一般規格」を採択
ICGFI設 置 :食品照射の実用化と貿易促進をめざすことを合意 (24ケ 国が参加)

米国:スパイスヘの照射許可 (30kGyま で)

日本 :食品照射の総合研究実施 (日本アイソトープ協会、1991年まで)
FAO/WHO/1AEAと ITC:照射食品の受容、管理t貿易に関する合意文書を採択

90年代
以降 :

実用|

化 。再

検討段
階
‐

tgst 4
tsgt 4

rgee +

2000€

2003 +

年

婦i軋鶴簑駆Tξ嘉滸熱』聡:;雛雉置盤′こ
の宣言
ドイツ :国立栄養生理研究所がアルキルシクロプタノンによる細胞のDNA損傷
についてのデータを発表
EU:放射線照射食品の枠組みを定めるEU指令の制定 (2000年より施行。EU全
体でスパイスを共通認可品日として制定)

日本 :全日本スパイス協会がスパイス (香辛料)の放射線照射による殺菌許可要

望書を厚生労働省に提出
FAO/1AEA/WHO高線量照射に関する合同研究部会 :必要性がある場合には、
1惣
僣歯理β暦留;菅竺β嘉毒節 の放射線処理に関する国際規範の改訂

術の動向」 シーエムシー出版(2002)を もとに「 食品への放射線照射について」 原子力委員会食
品照射専門部会 平成 18年 9月 26日 の情報を追加)

(2)日 本における動向

日本では、1955年 に制定された原子力基本法において、「原子力の研究、開発及び利用

を推進することによって、将来におけるエネルギー資源を確保し、学術の進歩と産業の振

興とを図り、もうて人類社会の福祉と国民生活の水準向上とに寄与する」こととされた。

これを受けて、1957年には、放射性同位元素等による放射線障害ρ防止に関する法律 (通

称 :放射線障害防止法)が制定され、労働安全衛生法とそれにもとづく電離放射線障害防

止規則等の関連法令の整備も進められた。

以上の背景のもと、国際的な動向を踏まえて、食品への放射線照射への検討が開始され

た。1967年から「原子力特定総合研究」がスタニトし、ジヤガイモ (発芽防止)、 タマネ

ギ (発芽防止)、 米 (殺虫)、 小麦 (殺虫)な ど7品目について、放射線照射の条件と照射

の効果、食品の健全性 (栄養試験、毒性試験、変異原性試験等)、 検知法についての研究が

行われた。

なお、食品衛生法では、食品への放射線照射は、原則的に禁止されているが、「原子力特

定総合研究」の成果を踏まえて、1972年 に、放射線によるジャガイモの発芽防止が同法の

もとで認可された。1974年から北海道の士幌アイソト

「

プ照射センターで実用照射が甲始

された。

こうした中、1978年には、食品衛生法に基づく許可を得ないまま、ベビーフ
ニドの原料

に用いる粉末野菜に放射線殺菌を行って販売したという問題 (いわゆる「ベビーフード事

件」)が発生した。この問題については、二審、二審で有罪判決が下されている。厚生省(当

時)では、この問題を受けてく「食品の放射線照射業者に対する肇爆指導について」(1'78

年 10月 12日付け環食第26号厚生省環境衛生局食品衛生課長通知)を発出し、各都道府県

衛生担当に対して(事業者に対する監視指導の留意点について通知を行っている。

なお、輸入食品にあっては、食品衛生法第 27条の規定に基づく輸入届出において、製造

又は加工の方法に関する記載を求めており、検疫所において当該記載事項における放射線

照射の有無の確認が行われているほか、2007年 7月 に熱発光法 (ncrmolumincsccncc法 、

L法 )に よる放射線照射食品の検知法が通知され (「放射線照射された食品の検知法につ
いて」(2007年 7月 6日付け食安発第0706002号厚生労働省医薬食品局食品安全部長通知))、

香辛料等について当該検知法を用いて輸入時検査が行われている。

一方、2000年には、「香辛料の微生物汚染の低減化を目的とする放射線照射の許可の要

請」が関連業界団体 (全日本スパイス協会)か ら国に提出されている。

1.1.2食品への放射線照射の利用分野

食品照射は、発芽防止、熟度調整、食品成分の改質、殺虫・殺菌などに有効な技術とさ

れており、必要な線量は発芽防止、殺虫、殺菌の順に高くなっている。以下に、食昴分野

で利用されている放射線照射について、その目的、照射線量等を整理した (表 1‐2)。



表 1‐2 食品照射の利用分野

応用区分 線量 (kGyD 品 目

低線量処理 (lkGy以 下)

A)発芽防止 005-015
ジャガイモ、タマネギ、ニンニク

ショウガなど

B)殺 虫及び害虫不妊化 015～ 05
設類、豆、生鮮果実、乾燥魚、乾燥肉、

啄肉など

C)熟度調整 (成熟の遅延) 05～ 10 生鮮果実、野菜など

中線量処理 (1～ 10kGy以 下)

A)貯蔵期間の延長 10^‐ 30 生鮮魚、イチゴなど

B)殺菌 (病原菌や腐敗菌) 10^‐ 70
生鮮魚介類、冷凍魚介類、生鮮鶏肉

又び畜肉、冷凍鶏肉及び畜肉など

C)品質改善 (食品の物性変化) 20～ 70
ブドウ (搾汁率の向上)、 乾燥野菜

(調理時間短縮)な ど

高線量処理 (10～ 50kGy以下)

A)工業的滅菌

(加温との組み合わせ)
30-50

勾、鶏肉、魚介類、調理済み食品、

青院用滅菌食など

B)調味料、食品素材の殺菌 10-50 スパイス、酵素製剤、天然ガムなど

(出典 :照射食品の安全性と栄養適性 コープ出版(1996)(WHO Safcty,nd NutHtional
Ad●luaCy oflrradiatcd Food,1994の邦訳)文献 5をもとに一部改変)

1.2食品への放射線照射の安全性をめぐる国際的議論の状況

1.2.1国 際機関における議論の状況

(1)FAO/1AEA/WHO

世界保健機関 (WHO)は 1969年代から他の国連機関 (FAO、 IAEA)と協力して照射食

品の安全性評価に取り組んできた。その経緯は表 1‐3の通りである。

(出典 :Four dccadcs in food irradiaion,EditoHal,RadiatiOn Physics and Chcmistryj

vol.73,2005,346‐ 347

原子力百科事典 httpノ /ww"Hst OrjP/atomiCa/

Ⅶ Oのホームページ (httpノ /n4ww whoint/foodsafOty/on/)

表 1‐3 国際的議論の流れ

年 国際的議論に係わる事項

196l +
FAO江 AEA/WHO照射食品の健全性に関する合 同会合 (Joint FAO江AEA/WHO
mccing on thc wholesomcncss of lrradiatcd Foods)。 栄養学的適合性と食品としての

安全性についての検討を開始。

re64 4
FAOAAEA/WHO照 射食品の法規制の技術的基礎に関する合同専門家委員会 (Joint
FAO/1AEA/WHO Expcrt Conlmittcc mocing on the techdcal b,sis fOr lcgisiation on

irradiatcd f● od:JECFI)。 照射生成物は食品添加物 とみなすことを決定。

1969年

第 1回 JECFI(FAO/1AEA/WH0 4ヽ 麦、ジヤガイモ、タマネギに関する照射食品の

健全性 に関す る合 同専門家委員会、 Joint FAOAAEA岬 顎O Expcrt Committ,c

mccting on the wholcsomcncss of imadatcd food with spccial rcfcrcnc,tO Wheat,

っotatocs and onions)。

1970年
食品照射国際プロジェクト (IntCmaiOnal Pttcct in the Ficld of Food lrradiation,

IΠP)が発足。

1976年

第2回 JECFI(FAO/1AEA/WHO照 射食品の健全性に関する合同専門家委員会、Joint

FAO/1AEA/WHO Expcrt Commttttec mcoting on thO wholcsomcncss of irradiatcd

foods)。「食品の放射線処理は物理的な処理法であり、食品添加物としての取り扱

いは妥当でないことJを結論。

1980年

第3回 JECFI(FAO/1AEA/WHO照 射食品の健全性に関する合同専門家委員会、Joint

FAO/1AEA/WHO Expcrt Co面ttee meeting on tc wholesOmcncss of irradiatcd
foods)。「食品に総平均線量を lokGyま で照射しても、毒性学的な問題点は認めら

れないこと、また、栄養学的及び微生物学的な問題は生じないこと」を結論 (WHO
報告書、1931年 )。                 

´

1983年
codexに よる「照射食品に関する国際一般規格」及び「食品処理のための照射施

設の運転に関する国際基準」の採択。

1997年

FAOД AEA/WHOの 高線量照射に関する合同研究部会 (Joint FAO/1ABA/WHO Study
Group on ngh Dosc lrradi面 on)。「 10kGyを超える高線量であっても安全である」

との報告 (WHO報告書、1999年 )。

2003年

FAOAAEA/WHOの 高線量照射に関する合同研究部会。10kGy以上の放射線を照射
した食品に関する関連データを再検討。その結果、「意図した技術上の目的を達

成するために適切な線量を照射した食品は、適切な栄養を有し、安全に摂取でき

るJこ とを結論。        .



(2)コ ーデックス委員会 (Codex)

コニデックス委員会における照射食品に関する規格には、1983年 に採択された以下の 2

つの基本的な規格が存在する。

。「照射食品に関する一般規格」 (Codcx Gcncral Standard for lnadiatcd Foods)

。「食品の放射線処理に関する国際規範」(Codcx Reconuncndcd lntcmaional Codc of

Practicc for Radiation Proccssing OfFood)

「照射食品に関する一雌規格」では、食品照射に利用できる線源の種類と吸収穆量の上

限、施設管理や衛生管理の基本的考え方、再照射の原則禁上、表示などについて規定して

いる。「食品の放射線処理に関する国際規範」では、一般規格よりも具体的に、照射前の食

品の取扱い方、施設の設計・管理のあり方、線量の計測、記録の作成、HACCP(Hazard Analysis

and C丘 tical Control Point)の採用、表示などについて定めている。

1997年 に FAO/1AEA/WHO合 同会合が 10kGyを超える高線量照射の安全性宣言を出して

以降、コーデックス委員会では、これら2規格の改訂作業を進めた。

改訂作業では、吸収線量の上限撤廃と放射線分解生成物のアルキルシクロブタノンの安

全性が論点となったが、最終的には、より高いレベルの放射線を食品照射に使用できるこ

とを含めた新しい規格を採択することとなり、2003年のコーデックス委員会において規格

の改訂が決定した。                  
´

最大の争点であった吸収線量の上限については、「技術上の目的を達成する上で正当な必

要性がある場合を除き、10kGyを超えてはならない」という記述に改められた。この結果、

耐放射線性の病原菌であるクロストリジウム属のボツリヌス菌やバクテリアの芽胞も殺滅

することが可能な、より高い放射線レベルの使用が認められることとなった。

これ以外には、食品照射の必要性に関する文言が消費者保護を重視する立場から改訂さ

れた。具体的には、食品の照射が正当化されるのは、技術上の要求を満たす場合と消費者

の健康を保護するためであることが追加され、「照射を適正衛生規範 (Good Hygicic
practicc:GIIP)、 適正製造規範 (G60d ManllfactuHnL Practicc GMP)(適 正農業規範 (GoOd

Agriculturil Pracic∝ GAP)の代替措置として利用してはならない」という記述に改められ

た。

1.2.2米国における議論の状況

FDAで は、1980年 に公表された報告書“Recommcndations for cvaluating thc saFcty of
irradiatcd foods,Final rcpo■,1980"(照 射食品の安全性評価のための提言 最終報告 1980
年)の中で食品照射の安全性評価に関する基準を提案している。

FDAでは、この基準が適用可能と判断される場合、適宜この基準を用いて食品照射の安

全審査を行い、認可を行っている。

この評価基準のポイントは、以下の通りである。

① lkGy以 下の食品照射は食品として安全である。

② スパイスなど、毎日の食事に占める割合が 001%以下の食品類については 50kGy

以下の線量までは、動物による安全性試験を行わなくとも安全である。

③ lkGy以上照射された食品の許可にあたっては、遺伝毒性試験と90日 間にわたる

動物飼育試験 (亜慢性試験)での安全性データを必要とし、有害な結果が得られ

なければ、食品として安全である。

(URP)は 全放射線分解生成物の 10%

50kCyま で照射して

図 1‐1 米国FDAの照射食品に関する委員会 (BFIFC)に より提言された

照射食品の安全性評価基準の概略 (1980年策定)

(出典 :U S Regulatory Rё quirements for■ radiated Foods G9orge H Pauli,May 1999,

http//vm cfsan fda gov/― dms/opa― Fdtk html)

決定樹 (Safcty Dccision Trco)は あくまでも提言という位置づけにあり、これを基にした

評価方法が法的な裏付けを持っているわけではない。1994年 にWHOが信頼に足る動物給

餌実験を個々にではなく、全体的に考察する委員会レポートを発行すると、FDAでは照射

食品の安全評価に同様のアプローチを取ることにし、赤身肉の許可にあたっては、鶏肉や

他の生鮮食品に関する毒性学的評価デニタも考慮に入れた判断を実施している (表 1‐ 4)。

また、この決定樹は1990年代に入ってからのアルキルシクロブタノンの安全性といつた

最近の議論よりも以前に作成されたことにも留意が必要である。



表 1・4 FDAが許可 している主な照射食品の安全性評価の根拠

品 目 評価に用いた根拠 許可年

香辛料

BFIFC(BurCau of Foods lrradiatcd Food Co面 ttcc)の 勧告による決定樹の

考え方 (摂取量の少ない食品については 50kGyま で安全とする)に従

った。

食鳥肉
FDAが入手していた既存の個々の研究に関するレヴューに基づく (鶏
肉を用いた混餌試験、遺伝毒性試験等)。

赤身肉
WHOの 1994年のレポート (1992年 の協議による)に従い、食鳥肉や
他の生鮮食品に関する毒性学的評価データも考慮。

1997

(出典 :内閣府食品安全委員会 平成 16年度食品安全確保総合調査「放射線照射食品の安全性に関する
文献等の収集・整理等の調査報告書」独立行政法人食品総合研究所 平成 17年 3月 を一部改変)

1.3適主な照射の確保に関する対応状況

食品への放射線照射については、FAO、 IAEA、 WHOと いった国際機関が中心となって
安全性の評価を進めてきた。こうした流れの中で、照射施設の適正な運転等に関する規則

や照射された食品の検知方法の検討が進められている。

1.3.1放射線照射施設等の管理

(1)照射施設の管理

照射施設の管理については、IALA(ICGFI)や Codcxで国際的な基準が設けられている。

IAEAでは、食品への放射線施設に対する GNIIPを定め、放射性物質が食品に混入しない

ために事業者が遵守すべき手順を定めている。1992年 と 1995年には放射線照射施設の運

転に関するトレーニングマニュアルを作成し、照射施設の運転員の能力の向上を図つてい

る。

Codexでは、放射線照射食品に関する一般規格の中で、照射処理を行う施設は、施設の

免許と認可、施設の安全管理と衛生条件、運転管理に関わる人材の適性と訓練、運転管理

(線量測定)な どについて、国際的な基準に従うべきであるとしている。また、食品照射

実施に関する国際基準附属書 Aにおいて、全体平均吸収線量の計算方法、過剰照射を防止

するための最大 。最小線量についての考え方などについて定めている。

各国では、これを踏まえて照射施設の管理が行われている。

なお、WHOの 報告書 (1994)に よれば、食品への放射線照射に際して、「線量の均一性
が欠如するのではないか、特に大きな容器内では、食品が過剰線量で照射されるのではな

いかと疑間視されてきた」が、「これは、照射施設での技術上の問題であり、いかなる形状

のどのような食品でもその最大線量を超えないよう

'こ

設定された特定のプロトコールを作

成することで解決される」とされている。

(2)作業者の被曝

放射線照射施設は、IAEA、 CodCxと いった国際機関の定めた規定を踏まえて、各国で運

用管理が行われている。作業者の被曝については、原子力委員会の2006年 の報告書におい

て、以下の通り記載されている。

「内外あ放射線照射施設におけるこれまでの事故例からみて、当該施設に係る危険性の

一つは、作業員が偶発的に電離放射線を浴びるかもしれないことである。作業員が設備故

障を発見するため、あるいは作業者が何らかの原因で偶発的に放射線を浴びるのを防ぐた

めに、放射線照射施設は幾重もの防護レベルのもとに設計されている。照射を行うために、

放射線源が照射室内に露出している時には、危険な区域はモニターで監視され、またイン

ターロックシステムの働きで、照射室への立ち入りができないようになっている。これら

の設備面での対応に加え、作業者がマニュアルを遵守し、人為的な事故を避けることも重

要である。以上より、放射線照射施設は、そもそも構造的に周辺環境への影響がないよう

に設計 `建設されている施設であり、また作業員の安全確保についても十分な配慮がなさ

れているが、マニュアルの遵守等安全文化の一層の徹底が期待されている。」

1.3.2再照射         |
Codexに おいて、食品への再照射は、低水分量の食品類 (穀類、豆類、乾燥食品、等)

の殺虫を目的とした放射稗処理を除き、原則的に禁止されている。ただし、低線量で照射

された原料を用いて製造される食品や、照射された原料が 5%以下の食品、またはイオン

化放射線の全体線量が目的とする効果を与える場合で分割照射せぎるを得ない場合、再照

射が認められる。なお、全体の平均累積線量は再照射の場合でも lokGyを 超えてはならな

いとされている。

1.3.3照射された食品の検知法

照射された食品の検知法については、IAEAに おいて検知法の技術開発が 1980年代から

進められ、1991年の中間報告のとりまとめを踏まえて、1994年に最終的な枠組みが定めら

れた。これを受けて、各国で公定の検知方法が定められている。



2.食品への放射線照射に関する世界各国:国際機関の規制及びその運用状況の調査
2.1調査の概要

食品への放射線照射に関する世界各国。国際機関の規制 (規制当局、根拠法令とその内

容等)及びその運用状況を把握するため、各国の政府機関 (管轄機関)を対象とするアン

ケート調査 (中国についてはインタビュー調査)や各機関のホームページ等を通じた公開

情報の調査を実施した。あわせて、照射食品に係る統計資料を収集
。整理した9

2.1.1調 査の実施対象国及び機関

調査の実施対象については、食品への放射線照射に関する規制を実施している、もしく

は検討している国、照射食品の流通量。輸出入量が多いと想定される国を中心に抽出した。

調査対象として抽出した地域、国、国際機関は表 2‐ 1の通りである。

表 2‐1 食品への放射線照射に関する情報収集調査の実施対象

北南米地域 米国,カナダ,チ リ,ブラジル

欧州地域

EU,ア イルランド,イギリス,イ タリア,オ ランダ,スペイン,

ェコ,ドイツ,ハンガリー,フランス,ベルギー,ポーランド,

イスランド

チ

ア

アジア地域
中国,台湾,韓国,インド,ASEAN,イ ンドネシア,シンガポール ,

タイ,フ ィリピン,ベ トナム,マ レーシア

オセアニア オーストラリア,ニ ュージーランド

国際機関 Codex,FAO,IAEA,OECD,WIIO

2.1.2調査項目

本調査では、
.以
下を調査項目とした。                     .

(1)食 品照射に関する法規制・ガイドライン等の有無及びその概要

(2)照射認可品日、照射目的、許可されている線量、年間照射量

(3)照射食品の表示制度

(4)照射施設の管理

(5)照射食品の記録

(6)照射食品のモニタリング制度及び検知法
.(7)照
射食品の輸入状況

(8)そ の他 (違反した際の罰則、規制の変更の提案等)

なお、国際機関に対しては、上記のうち、(1)食品照射のガイドラインの有無、(6)照射食

品の検知法及び安全性に関する報告書等の発表状況を調査項目とした。

2.2調査結果一覧

21に概要を記述した調査結果及びその他の関連文書をもとに、各国。国際機関の食品照

射の規制及び実施状況を整理した結果を以降に示す。

なお、表番号及び表タイトルの一覧は以下の通りである。

表 2‐2 各国及び国際機関による食品照射に関する法規制
。ガイドライン等の糧

定状況

表 2‐3 各国及び国際機関の照射認可品目 (動物性食品)

表 2・4 各国及び国際機関の照射認可品目 (植物性食品)

表 2‐5 各国及び国際機関の照射認可品目 (その他)

表 2‐ 6 各国及び国際機関における照射食品の表示の規定状瀑

表 2‐7 各国及び国際機関の食品照射施設及び施設検査制度
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表 2‐3 各国及び国際機関の照射認可品目 (動物性食品)
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表 24 各国及び国際機関の照射認可品目 (植物性食品)
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表 2‐5 各国及び国際機関の照射認可品目 (その他)

※表 2‐ 3、 表 2‐4の分類に該当しない食品を認可している国のみ記載している。

表 2‐6 各国及び国際機関における照射食品の表示の規定状況
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表 2‐7 各国及び国際機関の食品照射施設及び施設検査制度
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3.わが国における食品への放射線照射に係るニーズ及び理解を把握するための調査
3.1調査方法

我が国における食品への放射線照射に係るニーズを把握するため、一般導費者 ?食品関

連事業者等・学会等の3者に対して食品への放射線照射に関するアンケート調査を行った。

一般消費者に対しては WEBアンケートを、事業者等・学会等については調査票 (紙媒
体)によるアンケートを採用した。

WEBアンケ‐卜では、WEBア ンケートシステムに登録している一般消費者モニターの

中から、国勢調査における地域。年代。'LL別比にあわせて抽出した対象者 (全国
。全年齢)

に電子メールで回答を依頼し、自宅のパソコン端末からアンケートに回答してもらった。

事業者等については、「(社)日本輸入食品安全推進協会正会員1「 (財)食品産業センタ

ー会員」を対象とした。ただし、通関時の検査業や倉庫業は対象外とした。また、上記 2

団体の会員ではないが、香辛料に対する放射線照射の許可要望を行っている全日本スパイ

ス協会に対しても、事業者として重要な位置を占めると考えられるため、調査対象とした。

学会等については、放射線分野の学会、食品衛生分野の学会、生物分野の学会、薬学分

野の学会など、26学会を対象とした。

次ページの表に調査方法の概要を示す。



表 3-1 調査方法■覧

一般市民 食品関連事業者等 学会等

対象

一般市民(インターネットアンケートシステムに登録している消費

者モニター)

サンプリングに偏りが生じないように、国勢調査による地域プロッ

ク別、年齢構成別、性別の人口比率に合わせて、全国のモニタ

ー約30万人から対象者を抽出。地域プロックは、北海道、東北、

関東、中部、近畿、中国、四国、九州・,中縄、年齢層は、20歳未

満120代、30代、40代、50代、60歳以上の年齢層とした。

抽出された対象者に電子メールで回答を依頼し、依頼されたモ

ニターが PC端末を用いてアンケートに回答した。回答数が日標

の 3,000に達した時点で調査を終了した。

(社)日本輸入食品安全推進協会正全員(94社 :通関時の検査

業や、倉庫業については除く)

(財 )食品産業センター会員 (189社 :(社 )日本輸入食品安全推

進協会正会員との重複は除く)

許可要望団体(全 日本スパイス協会)

放射線分野、食品衛生分野、生物分野、薬学分野等の学会・団

体26団体

日本環境変異原学会、(社 )日本原子力学会、(社 )日 本食品衛

生学会、日本食品化学学会、(社 )日本食品科学工学会、日本食

品工学会、日本食品照射研究協議会、日本、キシコロジー学会、

日米放射化学会、日本放射線安全管理学会、日本放射線影響

学会、日本放射線化学会、日本包装学会、日本保健物理学会、

その他 12団体(二十音順)

調査方法 インターネット調査 郵送留置法 郵送留置法

送付日 平成 20年 2月 6日 平成 20年 2月 15日 平成 20年 2月 8日

締切日 平成 20年 2月 7日 平成 20年 2月 29日 (集計は平成 20年 3月 11日 返送分まで) 平成 20年 2月 29日

アンケート項目

◇回答者プロフィール

・年齢

・職業

・同居家族人数

・子供の有無

◇食への関心

・食生活スタイル

・食品に関する関心事項 (栄養 :価格・安全性…・)

・食の安全に関する情報源

◇放射線・照射食品の認知

・放射線利用状況の認知

・食品への放射線照射の有効性認知

・照射食品への批判に対する認識

◇照射食品への判断

・照射食品の購入意思

・照射食品の導入賛否

・照射食品導入の条件

◇照射食品に対する要望

・照射食品の管理施策 (表示義務等)の必要性

・照射食品に関して欲する情報

・その他自由意見

◇回答組織プロフイール

・業種分類        :
・事業規模

・業務内容(流通、販売、加工等 )

・食品の入荷方法

・輸入食品の取り扱い有無

・放射線の利用有無

◇照射食品の有効性認知

・食品への放射線照射の有効性認知   .

◇照射食品導入への判断

・照射食品の導入賛否

・照射食品導入の条件

・照射食品導入への危惧

◇照射食品利用希望

・照射食品利用希望の有無

・利用を希望する照射食品の内容

・照射食品を利用する際の条件 (自社で照射)

・照射食品を利用する際の条件 (他からの入荷・利用)

◇自由意見

・その他自由意見

◇食品への放射線照射に関する活動

・過去に行われた議論

・公表活動の有無

◇自由意見

。その他自由意見



3.2■般消費者を対象とした意識調査

(1)回答者属性             :
消費者アンケ‐卜の回答数は、3015件であった。年齢別に見ると、「50代」が特に多く約

4割、その他の年代は概ね 1割前後とほぼ同じであり、50代以上の高齢層からの回答で過半

数を占めた。男女比については、極端な差はなかつた。

職業別に見ると、「会社員・公務員等の常勤」が最も多く3割強。次いで「専業主婦・専業

主夫」であつた。

(2)主要な調査結果

○技術認知

食品に放射線を照射することについては、安全性の確保を行った上で、以下の項目の目

的等で利用されています。あなたはこれらの目的で、食品へ放射線照射を行う技術がある

ことを知っていますか。それぞれ最も当てはまるもの一つずつお選び下さい。

222 597

図 3‐1 食品への放射線照射技術の認知度 G→ ,015)

食品へ放射線を照射する技術については、全ての目的に共通して、「知らない」と回答レた

人の方が多く概ね半数を上回つている。その中で「知っている」 (「よく知っている」と「少

し知つている」の合計)をみると、最も認知度が高かったものは、「ばれいしよ等の発芽防止」

で 28.2%で あつた。次いで「従来技術で困難とされている食品の効率的な殺菌」(217%)、

「防疫上有害な昆虫の効率的な防除」(181%)の順であった。

従来技術で困難とされている

防疫上有害な昆虫の効率的
な防除

234

○我が国への導入賛否

科学的知見に基づく安全性評価を行つた上で、有効性が確認された食品への放射線照射

技術を我が国で導入することについて、あなたはどのように思いますか。最も当てはまる

ものを一つだけお選び下さい。

19,‐■||■‐|■‐■織|=率
=鮮
111群 1≒、ど

=導
入に賛成       口どちらかというと導入に賛成 口どちらともいえない
口どちらかというと導入に反対口導入に反対

図 3‐2 食品への放射線照射技術の導入について (n=3,015)

「どちらともいえない」が約4割と最も多く、「反対」「どちらかというと反対」の合計は

約 35%であつた。「賛成」「どちらかといえば賛成」の合計は約25%程度であつた。

○懸念事項

照射食品の安全性に関して、以下の項目のような意見もあります。これらの意見につい

てどのように思いますか。それぞれ最も当てはまるものを一つずつお選び下さい。

照射食品と非照射食品の区
]Jができなくなつてしまう恐れ
らヽふふ

照射食品■の成分が変イしし、
未知の健康影響をもたらす恐
わ́ボふス

照射食品を扱う従業員が被
曝する恐れがある

食品への放射線照射技術は
まだ未熟である

照射食品は危険である

日

えヽない     口どちらかというとそう思わなし

図 3‐3 照射食品の安全性に関する意見 G‐3,015)

照射食品の安全性に関して、「そう思う」、「どちらかというとそう思う」の割合をみると、

「照射食品と非照射食品の区月1ができなくなってしまう恐れがある」が最も多く76.0%であ

った。次いで「照射食品中の成分が変化し、未知の健康影響をもたらす恐れがある」(690%)、

「照射食品を扱う従業員が被曝する恐れがある」(67.4%)の順であった。「照射食品は危険

である」との回答は482%と なっている。
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○不足情報 。自由意見

食品への放射線照射技術や照射食品に関して不足していると思われる情報、人手したい

とお考えの情報があれば、ご記入下さい。また、食品への放射線照射技術や照射食品に関

して、その他ご意見があれば、自由に記述して下さい。

以下に主な意見を示す。

′  ● 「不足していると思われる情報・人手したいと考える情報」に関する主たる意見
・ 照射食品の科学的安全性に関する情報

・ 照射食品と人体影響に関する情報 (特に長期摂取の安全性)

・ 照射食品の摂取に伴う被害等の事例

・ 照射食品に関する海外の状況

・ 照射食品が現在、我が国で流通しているのかどうか

・ いつ導入するのか
・ どのような食品に照射するのか
・ どの程度の量の照射食品が流通するのか

・ どのようなメリット・デメリットがあるのか
。 必要性があるのか                      _
・ 管理や責任体制をどのようにするのか
・ 照射食品のどこに表示等がされるのか
・ どこで情報を入手できるのか
。 レントゲンと比較してどうなのかといった分かりやすい情報提供を望む

● その他意見
・ 照射食品というもの自体を初めて知った

。 よくはわからないが、放射線と聞くと怖い       .
・ 食品は自然なままで食するのが良い
。 表示義務を課すべき

・ 情報不足のため、周知。広報を進めるべき (政府 。企業・マスコミー体の広報)

・ 情報がもっと欲しい
。 もっと知りたい

・ 現状では行政 ,企業の情報は信用できない

・ 導入する場合は安全が大前提である

・ 偽装問題等あるなかで厳重な管理が求められる

・ IV等の公開でもっと議論して欲しい     、
・ 照射は国内で行うべきである

・ 照射食品かなんて考えてもいなかったが、ギョウザの事件で日本のギョウザ製造メ

ーカーが放射線で異物をチiッ クしているのを知った

3.3食品関連事業者等を対象とした意識調査

(1)回答組織属性                 ‐

回収票数は 133件 (サンプル数は 139件 )、 回収率は 468%で あつた。また「民間企業」

の回答が約 7割を占め、「団体・協会」の回答は 3割弱であった。

● 回収票数 :133件 X (回収率 468%)

※会員企業 7社分の回答票を送付した団体が 1件あるため、サンプル数を 139件 とした。

● 有効票数 :139件

表 3‐2 有効回答票の構成比

全体 民間企業 団体・協会 無回答

139

100%

97

698%

37

266%

5

36%

団体・協会

図 3‐4 有効回答票の構成比

(2)主要な調査結果

食品関連事業者等のアンケート結果のポイントは以下の通り。

○放射線照射技術導入の意向

スパイス (香辛料)について、放射線照射による殺菌が有効であるとの主張があります

が、我が国において科学的知見に基づく安全性の評価を行つた上で、有効性が確認された

食品への放射線照射技術を導入することについてどのようにお考えですか。最も当てはま

るもの一つだけにOをつけて下さい。



全体 130

民間企業  97

団体・協会  37

図 3‐5 放射線照射技術導入の意向

全体では、食品への放射線照射技術を「導入すべき」と回答した割合は417%と最も多

くなっている。一方で、食品への放射線照射技術を「導入すべきでない」と回答した割合

は 72%であり、意向が「決まっていない」 (「どちらともいえない」と「わからない」の

合計)と 回答した割合は約 5割程度である:

○放射線照射技術導入に必要な条件

設間 6で「1 導入すべき」を選択した方にお尋ねします。放射線照射技術を導入する

ためには、どのような条件が必要であるとお考えですか。貴社 (貴団体)の考え方に当て

はまるものにOをうけて下さい。(複数回答)

幌  1帆  2“  30% 40%

無条件に導入すべき

既存の技術より有用性が認められるなら
ば導入すべき

消費者が受容するのであれば導入すべき

照射技術や照射食品を利用しよい事業者
の負担が増加しなければ導入すべき

諸外国r・t認可されている食品に対してで
あれば導入すべき

その他

無口密

|●全体lnE53) 国民間企業(n=37) 口団体・協会(n=18)|

図 3-6 放射線照射技術導入に必要な条件

全体では、放射線照射技術を導入するためには、「既存の技術より有用性が認められ

るならば導入すべき」「消費者が受容するのであれば導入すべき」の2項目が高く約7

割である。次いで、「諸外国でも認可されている食品に対してであれば導入すべき」

(46.6%)で あり、「無条件に導入すべき」との回答は 0%であった。

口導入すべき 口どちらともいえなぃ 口導入すべきでない 口わからない 口無口答

○放射線照射技術を導入するべきでないと考える理由

設間 6で「2.導入すべきでない」を選択した方にお尋ねします。その理由のうち、貴

社 (貴団体)の考え方に当てはまるものにOをつけて下さい:(複数回答)

熙射食品であることが表示などで明確な場合、消費者や
出荷先の事業者から敬遠される恐れがあるから

照射の有無にかかわらず、消費者や出荷先の事業者か

ら敬速されるなどの嵐評被害が生じる恐れがあるから

検査など自主管理の負担が増大する恐れがあるから

非照射食品への照射食品の混入時等の対応に多大な
費用負担が生じる恐れがあるから

その他

無回答

I 口全体 (n=10) 口民間企業 0=71  0団 体・協会 (n=3)|

図 3‐7 食品への放射線照射技術を導入するべきでないと考える理由

一方、懸念事項としては、「消費者や出荷先からの敬遠」「風評被害」が特に強く

また「混入時事故への対応」なども挙げられた。

○放射線照射を行いたい、取り扱いたい食品の有無

貴社 (貴団体)において放射線照射を行いたいと思っている食品、あるいは利用
。取り

扱いを行いたいと考えている照射食品はありますか。当てはまるもの一つだけに○をつけ

て下さい。

全体

民間企業

団体・協会

■ある    口ない    回わからない    回無回答

図 3-8 放射線照射を行いたい、取り扱いたい食品の有無

食品への放射線技術の導入には4割ほどが賛成しているが、実際に放射線照射を行い

たい、あるいは取扱いを行いたいと考えている食品があるのは全体の 1割程度である。

放射線照射の利用意向が最も高い食品は、「香辛料」であつた。

ｎ
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９
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表 3‐3 放射線照射を行いたい、取り扱いたい具体的食品名
食品の種類

(品名 )

照 射 を行 つ日 円

(期待する効果)
照射を行う食品の用途

民
間
企
業

1 香 辛料 殺菌 加 工 用原 材 料

香辛料 殺 菌 加工用原材料

香辛料 殺菌 加工用原材料

香辛料 殺菌 加工用原材料

5 香 辛 料 加工用原材料

スパイス 殺菌 加工用原材料

ス′《イス 殺菌 加工用原材料

8 小麦 殺菌 加工用原材料

米 殺菌 加工用原材料

米 殺薗 加工用原材料

11 そ ば 殺薗 加工用原材料

大豆 殺菌 加工用原材料

とうもろこし 殺菌 カロエ用原材料

ハープ類 殺菌 加工用原材料

ばれいしょ 殺菌 加工用原材料

フルーツソース等 殺 菌 加工用原材料

団
体
・協
会

l 果汁 殺 菌 両方

2 香辛料 殺 菌 加工用原材料

3 香辛料 殺菌 加工用原材料

4 香辛料 殺菌及び殺虫 両方

5 食 肉 殺菌 両方

6 ばれいしよ 発芽防止 直 接 消 費 用

゛
(品名 50音順 ただし「スパイス」は香辛料と同順とした)

3.4学会等の関連団体を対象とした調査

(1)回答組織属性

放射線分野、食品衛生分野、生物分野、

会を行つたところ、13団 体 (回答率 50%)

(2)主要な調査結果

○食品への放射線照射に対する活動

食品への放射線照射技術の安全性または放射線照射がなされた食品 (以下「照射食品」

という。)の安全性について、どのような議論がなされましたか。議論の内容及び見解に

ついて記載願います。

本設間に対しては9件の有効回答があつた (原文のまま)。

●照射食品の安全性についての議論はない。

●検知法についての議論があった。

●協賛で研究発表会を行い、消費者を含めた議論を行つた。その際、企業
。研究者

による説明により、消費者の不安が大きく拭われるとの意見があつた。

●学会誌。学術大会において研究発表されている。

●シンポジウムにおいて講演を行っている。

●本会主催のセミナーにおいてテーマとして取り上げた。ただし、安全性に関する

議論ではなく有用性や線量管理・検知などに係る議論であつた。

●学会やシンポジウムで多く扱っているが、本会としての統=的見解があるわけで

はない。ただし、適切な管理下で合目的的に照射された食品の健康被害の可能性

は低いと考えている:ま た、施設の安全性や環境影響についても問題はないと判

断している。

●複数回の学術大会においてテーマとして扱った。また、研究成果発表報告もして

いる。

●関心を持っており、複数回の学術大会においてテーマとしている。

○自由意見

食品への放射線技術又は照射食品に関する意見を聞いたところ、以下の通り、8件の有効

回答があつた (原文のまま)。

●放射線照射による変異物のリスクは極めて低く、アフラトキシン等の極めて強い

遺伝毒性。発がん性を有するカビ毒等を抑える有効な手段になりうると考えてお

りヽ その研究に貢献していきたい。また危険性 。安全性 。有効性をバランスよく

国民に啓蒙していくことも本学会の使命と考えている。

0100%安 全と言える食品は存在せず、危険要因の種類と量に基づいて定量的にリス

クが評価されるべきである。wHo等の国際機関ではすでに照射食品の安全性に
ついて十分データがあると結論しており、日本でも国際的な見解に基づいて政策

的判断をすべきである。現状では海外からの照射食品が誤つて輸入されてしまう

薬学分野等の 26学会・団体に対して意見照

から回答を得た。



可能性が排除できず、そのような場合に正当なリスク評価がされていないと国

民 。事業者に不要な混乱等をもたらすことになる。リスクアナリシスの考え方を

基本に、食品照射の法規制の可否の検討に早急に着手することが重要と考える。

●じゃがいもの放射線照射に対し、児童の保護者から問題視されたことがある。保

護者の安全性に関する理解度が得られなければ今後も使用は難しいと考える。

●既に国内に出回つていると思われるので基準を決めた方が良いのではないか。

● (回答者の個人的意見と断った上で)照射食品の安全性には、「放射線照射によ

る食品そのものの変異影響」と「照射したことによる変化から毒素などが産生さ

れる影響」の二種類があると考えている。後者については事前チェックが可能で

あろうが、前者についてはまだ不明部分等があると考えている。 (注 :原文のま

まであるため、ここで述べられている毒素の内容は不明)

。 (回答者の個人的意見と断った上で)照射食品の最大の課題は「科学的に安全と

されていることをいかに公衆に理解いただくか」というリスクコミュニケーショ

ン問題であろう。食品照射の知識普及活動にあたっては、他の健康情報の正確性

を確保するためにも関連諸学会との連携をとることを希望し、またそのような活

動には協力していきたい。

3.5わが国における食品への放射線照射に係るニーズのまとめ

前節までの調査結果を踏まえると、わが国における食品への放射線照射に対する意識状況

については、おおむね次のようにまとめられる。

表 3‐4 食品への放射線照射に対する意識状況

食品を実際に扱う食品事業者め中には、食品への放射線照射について、風味を損なわない
。

密閉後に行えるなど有効な殺菌の一手段として将来的に利用意向を持っている事業者がいる

ことがわかった。ただし、その割合は有効回答票のうち、民間企業で1割程度である。利用

意向の最も多かった食品としては香辛料が特に多く、その他は少数であった。これら?企業・

団体は照射食品の有効性から、照射食品の利用意向を持っているが、実際の利用にあたって

は消費者の理解が前提であるとの認識を示している。

上記の利用意向をもった事業者や関連団体も含めた事業者全体の傾向としても、墨射食品

の導入自体については、賛成が約4割、反対が約1割と賛成傾向が強い。賛成理由とレては、

照射食品の有効性が挙げられる他、海外で導入実績があることが挙げられる。

対して反対理由としては消費者や取引先からの敬遠。風評被害や、混入事故等への対応等

が挙げられた。なお、表示の義務化等や検査体制の義務化などについては他の反対要因に比

して必ずしも高くはなく、風評等のネガティブな影響が回避できるのであればそのような運

用体制を必ずしも否定はしていないと考えられる。

上記のように、事業者にとっては消費者の理解が重要であり、導入に当たっては消費者の

理解が前提に挙げられているが、その消費者の状況に目を向けると、そもそも「照射食品」

自体をほとんと認知していない状況である。放射線の利用自体の認知はあるものの、食品へ

の照射については極めて認知度が低い。そのため、照射食品に対する導入。購入の賛否につ

いて、いずれも明確な賛成。明確な反対は少なかった。しかしながら、傾向としては導入に

対しては中立的、購入に対しては否定的であるといえる。            .
また、照射食品の導入に当たっては、照射施設の適切な管理や、照射食品であることの表

示義務等、国が管理していくことが消費者から求められている。

しかし、何よりも消費者が不安に考えているのは照射食品に関する情報の圧倒的不足であ

り、照射食品の安全性、危険性、有効性、必要性や海外にゃιォる状況など、照射食品に関す

る情報の提供について多くの要望があった。なお、照射食品に関する情報の提供について、

一般消費者を対象としたアンケートでヽ レントゲンとの比較など一般市民に理解しやすい情

照射食品の認知 照射食品の導入賛否 照射食品の利用意向

一般消費者 ほとんど認知されていない
賛否はほぼ均衡

(態度保留意見が最多)
購入にはやや否定的

事業者 認知はされている 賛成

一部の企業・団体において

利用意向あり

学会・関連団体
認知はされているが、メイン

テーマとしての認知は少ない
賛否なし



報提供を求める声もあった。

一方、学会にういては照射食品を主たるテーマとして扱つている団体は多くないと考えら

れるが、一般消費者に対する適切な情報提供が重要であるとの意見を有する学会もあった。

これら3者の照射食品に関するニーズをまとめると、し概,表 3‐5となる。ただし、あくま

で3者の全体的傾向を示したものであり、個々の企業・団体、個々人ではそれぞれ異なって

いることには留意すべきである。

表 3‐5 照射食品に関する主たるニーズ

一般消費者
照射食品に関する種々の情報

一般消費者にわかりやすい情報提供方法

照射食品に対する国の管理

事業者

特に呑辛料に対する照射

一般消費者の理解

目戴お官の所 l「

学会・閣療団体 一般消費者へのパランスのとれた情報提供

最後に、この 3者の照射食品に対する認知状況と賛否状況及びそれぞれのニーズを図 3‐9

に示す。

賛成

情報不足

照射食品のことは理解していないが

贄成している領城

照射食品のことを理解した上で

贄成している饉壇

〔:般:費:】lF
― ヽ

・関連団体

」

情報が圧IH的に不足して

おり.判断できない。
・一般消費者にとつては、右

側の領城罐 解している領

城)へ の要望がある(認知

要望)。

・学会・関連団体からは、情報

提供が重要であり、―AQ消

費者への情報提供を行うベ

きとの意見あリ
(※学会としての賛否はなし)

熊射食品のことは理解していないが

反対している領壌

熙射食品のことを理解した上で

反対している領城

反対

情報充足

図 3‐9 3者の意識状況とニーズ分類図

4.リスクプロフアイルの作成

4.1リ スクプロフアイル原案作成の考え方

WHO、 IAEA等の国際機関や米国 FDA、 EC等の諸外国の規制当局の作成したリスク評価

に関する文書、国内外の科学技術文献を調査し、放射線照射食品のリスクプロフアイル原案

を作成した。リスクプロフアイルの項目は以下の通り6

1 照射食品の安全性に係るリスク
1.1有害物質等の生成 (過酸化物、放射線分解生成物、アルキルシクロブタノン)

12微生物の増殖 (マイコトキシン産生菌、放射線抵抗微生物)

13誘導放射能の生成
2.照射食品の栄養適`は カロエ適1虫 保存性に係るリスク

21 栄養成分の変性 (栄養価等の損失、食品の加工ig性 。食味 。風味への影響)
2.2 食品包装への影響

4.2アルキルシクロプタノンに関するリスクプロフアイル

1990年代後半より注目されている、放射線特異的分解生成物のアルキルシクロブタノンil

ついて、表形式でまとめた。
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アルキルシクロブタノンに関するリスクプロファイルシート

‐34‐

項目 熔

l ′ザ ード晰黎響中9

Cン

'ハ

ード嚇
照射食品の安全性に係るリスタ

有害物質等の生成

アルキルシクロブタノン②バザードの名称

注目されるようになった経陣

1970年代に放射線照射によって特異的に」誠するフ競靖特興り抑姓成物 ⑩向嶋RadptuC Im遣 t

URPmと して7ァルキルシクロブタノン (以下2‐ACBDの存在が確認された
1。 そ強 1990年代後半に

ドイッ

ー

の研究グループがコメットアッセイ (個 の々細胞におけるDNA損卿
する調 を用いて、本物質が遺伝毒性を有する酷 旨性を示唆したヽ

榊 性

2 ACBは 食ヾ品中の脂質であるトリグリセリドの分解によって生成し、前駆体となる帥 種類によつ

て、2ドデシルシクロプタノン、2-テトラデシルシクロプタノンなど、各種の2 ACBとなる (表 1知 。
アルキルシクロプタノンの構造と詢成経路は図1の通りであるL

表 1 食品中の脚願鍋 らヽ生成する2 ACB

育月酢本0倣 名称 晰

パノベチン酸(c160 2-l*).{qd&1!@
(2.|:ltvrrFat lvl

lCHD lCH,

ノ

'ベ
ト″レ酸 lCl● 1) 2&-5'siylgrclobffiw

a. *4+-n;tDdaE ,"\
glHcH_cHtcH輝 ,

ステアリン酸(C:8:の ?-IidEddylcydchlar
0-7\-tf Ylt'rtF/2)>)

(CH2D釧 ,

オレ″ 酸(C181) 2-Iffi-5'sD,lc.]rclohrm
A-7\rf'z=tvr2trUr/t)

lCH)¨  (CllIメ H,

リノーノ曖 lC1821 2-lMeqldylqrcbhrre
O-rftf fiVLz/vl)a7t)>)

lCH)CHacH2mo■ 3曝α ,

このほか、ミリスチン酸からは2 dplylob」 mmc O幾りcB)が生成する。

(出典 :文献4をもとに■副眸籠む日D
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図1 アルキルシクロプタノンの構造と生成経路

仙典 :文献3より和割り

放劇線熙劇が行われている食品のうち、主要な脂置の一種であるトリグリセリドの含有量の多い食品ほど

多ACB生成との関連い 強くなる。

軋

2 ACBの毒性については、追伝毒性。発がん性と leo+fv&+
から多くの報告が出されている。こoま¨ 概要は以下の通り。

○ラットヘの給餌試験

飲刑水 (1%エタノータ1/D中に2ACB O仰、2■
")を
添加してラットに4ケ月

給餌した (ラツトー頭当たり約lmg/日 )。 その轄漂に2 ACBは腸管バリアを通過して、

脂肪組織から検出された。その濃度は、2π】が031 μg/g脂肪、2‐TCBが oo7μ g/g

胴睛 あうた 7ツ トの脚邸眸い韓 を30gと

`願

け ると、脂研瀬靖難ゞ D蓄蹟量は

それぞれ9μ g、 2μ gで、
.ラ

'卜

の颯取量の 10万分の 1程度であった。糞中に排泄さ

れたのはt損取した2 ACBの 10/oX満であつたるこのことから、これらの化合物ま動
物体内で代謝されるとともに、糞中lFも′職されること力胡らか|こなった

5。

◆急贈 隆
ZACBの急性言曲こ関する研究例はなしヽ

◆重急歯劃医 ellL_‐ llL

亜急性毒性試験 08日間、90日間)又は慢性毒性試験 (12ケ月以上)の試験データ

は検索されなかつた。ただし、wHOによる1970年い れた米国陸軍の実験デー

タの― に
ついては、後述のリスク評価の項目を参照のこと。

後 ¨ mヽ

・サルモネラ菌 TA97株に対して、2Ⅲ ICB、 2 DCB及び2 TCBの影響を調べたと
ころ、2轟弩KB、 2 DCBと いつた短鎖長の 2 ACBに細咆毒性 (増殖率の減少)が

認められた亀
。ヒトホ副昴 たヽ細咆 GE"stmceLIII129 done19Apを 2‐TCBに囃 さ漱 ところ、

37℃、30分では細咆議隆 (テトラゾリウム塩を用いた生細胞のミトコンドリア酵素

活性測定法)が見られなかったが、1～2日間の曝露では、細胞毒麟 されたЪ

①俯植態
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③変異原隆・遺伝毒

性

C尭がん性

。ヒト結腸正常細胞、前がm CD7adcnomc山 )、 及びヒト網嚇 ん`鯛咆

029 clone19Apの 2 EICBに対する感受性を調べたところ、正常細胞及び前がん

地 細咆においては、細咆識性 (ト リバンブルー側 筋尉験による細い 生死

判趙 が用量依存的に示された。一六 がん細咆においては、細咆言性は観察さ

れなかったヽ

○微生物を用いた試験
・サルモネラ菌を用いた制晰 試験 1鼈s謝勝じでは、変異康出郡 られな
かったン亀
。その他 大腸菌、酵母等を用いた試験でも変異原性は認められなかった

Юユ1。

○̈ 用いた追海冑嘔郷鴨t
。ヒト結腸L削冊臥 前がm C07adoo― cdlsD、 及びヒト結腸がん細胞

029 clone19A)の 2 EICBに対する感浸性を調べたところ、正常細胞及び前がん

状態の細胞においては、DNA動 ツ晴詔賄的.砺 さヽれた 一六 カⅥ細臓こお
いては、DNA鎖切断は観際されなかったヽ
・ヒト結腸がん細胞 GD9stcmccls,II129cl∞ o19ANを用いた″ν詢

"コ
メットア

ッセイにおいて、2‐ACB類はDNA損傷の増加に引き起こさなかった3。

・ヒトHcL細胞及びヒト結腸がん細咆02鈍tan cclls)に 対する2‐ICB、 2‐TeCB、
2‐DCB、 2‐decy10の影響を調べたところ、2‐TCB及び2‐TcCBについては、細
胞傷害が見られる高濃度でしか酸化的 DNA傷害を引き起こさなかったが、
2‐DCB、 2‐dc10に ついてιよ 細胞傷害が見られるより低い濃度で、酸化的
DNA傷害を引き起こした3。

・ヒトIleLa細胞及びヒト結腸がん細胞 029 stmcellspに 対する,TCB、 2 DCB、

2dwl CBの影響を調べたところ、細胞傷書が見られるより低い濃度で、2-KBは

DNA鎖切断を引き起こし、2‐DCB及び2doylCBは、酸化的DNA傷唐を増加させ
たヽ
。2 DCBの染色体異常誘発性に関して、ヒトのリンパ芽球細胞 KTK6,"hめ餞0を
用いて、サイトカラシンBで細胞分裂を阻害した状態での小核形成を調べたところ、

最高闘費63い0で夕Йつ和認動甑m現られた亀

○ ラ

'卜

を用いたЙ力ο試験
。2 DCBを 2手聾靱潟費112穏

“

奨口、14%嘔角′w)でラットロ酵黎諄し、16
時間後枷 胞を採取してゴメントアッセイにより、DbIA損傷を観察したらその

線 低用量投与群6頭のうち2頭 高用量投与群6頭のすべてで陰脇時間神こ比
べてEINA捺傷の頻度と倒別目弾勤口したち          ,

○ラットを用いた発がんプロモーション作用に関する試験

・ラットを用い、発がん物質である aav耐山¨ CAOM)単体、AOn3TCB、
AOMIγばBの 3投与群において、結跡こおける腫瘍発生を観察したところ、
AOM12TCBを投与した串こおいて、AOM単体機 した群と比較して、投与 6
カ月後に前がん状態り鵬晴に珀艶昴部 られたα護

“

力月には有意差ない。また、

投与 6カ月後に腫瘍が発生した個体数に有意な差は見られなかったものの、
AONI12 TCB機した誅 AONI「2■■魯 し海帥dれ てヽ、AOM単曜
与した群と比較して、個体あたりの腫瘍の数やサイズの働 mヽ見られた。これらの

結果より、2 ACBは発がんプロモーション倒嘱を有していると示唆されている・。

鰤

WHOの声明 0003)によば 、「2 DCBの照射食品物 生成量は極めて少なく、食

品中での安定陛も考慮すると、食品から摂取される2 DCBの量は生の食品中の分析値

よりも低い可詣レ あるり。」とされている。この理由として、「一般的に、低用量か

ら中程度の照射による2 DCBの食品中の生成量はわずかなレベルであり、室温で保存

した鶏肉中では安定であつても、熱 光、酸素にさらされるとある程度の分解が起こ

ること」力準誦されているヽ

これまでに、肉類 (牛肉。的 、卵。乳製風 魚介類 (サーモめ、アボガド、

ヘーゼルナッツ、カカオ豆等で、2‐ACBが検出されたとの報告がある
3。

なお、鶏肉を用いた実験によれば、2XBの生成量と照射線量 (10kGy以つ との
間には直線い 見られる

°
(図の。

/イf r
i SI"{「 ,ア

'
■s:“ rr..nl.

図2 鶏肉に放劇線を照射した時のアル■ルシクロプタノン生成量

側典 :菊献16による)

また、スパイスの中にはゴマの種子、マスタ=ドの種子、ナツメグ等、比較瑚罰肪

含有詢 高いものがあるが、これらについて、高線園鳳炒髯予っ脚 詳細な2 ACB

生成塵に関する蹴 はなし、
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中 ・鶏肉を例とした試算例

殺菌線量 C3kGy)におけるDACBの生成量は、鶏肉の脂質含量を 10%とすると、
0411yg鶏肉 鋼聯 と算定れ 成人 雨 ヽ 20Nの鶏肉を,度に摂取すると

け ると、摂取量は80Hg鮨口蒙kg当たり約 1の となるL
なお、スバイスからの推起潤劇副こ関する研究例はなし、

朧

… 2‐ACBに関する耐容倒引き 急性勿硼菌ま設定されていなし、
陀 躊

国際機関及び各国の動

… …岬
2‐ACBについてはこれまでに基準値は設定されていなし、

EUのい 楊騨敗湖常占い 1785)、 Codu― い 1785を採用)と

して、食品中の脂質を抽出し、カラムで精製した後、ガスクロマトグラフ質量分析

OCヽ6)(ガスクロ/マススペタトル〉で分離検出する方法が定められているほか、
6ヽ以外には、■メ3、 ELISAによる細 嫌 も酷 されているL

Φメ剣出雄



②リスクは 現な 国際的あるいは各国における規制はとられていなし、

路 の声明 000う によは 「2 DCB及ふ他あシクロカ ノ榊 ま あつ|

たとしても極めてわずか力醐 できる」とさオ■¬聾 るヽ
じ。

これらの根拠となるデ=夕は次の通り。

◆1970年代の米国陸軍の実験データの再解釈

米国陸軍で197“判ヽこ30℃で保存した鶏肉に高線量照射 69kGypを行い、編教庸

`曲試験を実施した この実験条件によ曜 、鶏肉中には約 1 5vg/g鶏肉の外DCB bViL

成していたと推定されるが、この鶏肉をイヌ等に長期投与したり、細菌や哺乳類培養

細胞を用いた遺伝毒性試験を行っても影響が見られなかったことから、2 DCB及び他

のシクロプタノン類による影響は、あつたとしても極めてわずかか無視できる。

◆そのは 最口
"識
け‐夕の評価

。実験に使用された2 DCBが分解している可能睦 否定できずヽ 原因物質が特定でき

なし、                                 ′

・コメットアッセイは、疑陽性の結果が得られやすく、国レ
～
レ籾嚇糊樹熱こよつて

としては採用されていなし、

御

・ラットヘの給餌試験`Q洒)によれば:2 ACBは脂肪組織に蓄積せずヽ 速やかに代
謝される。

OEC
ECの食品科学委員会の声明 0∞力によ暉 、「これまでに多ACBの悪影響を示す

とされたデータのほぼすべてが,7●●試験であり、これらの結果にもとづいて、脂質

を含む照射食品中の2 ACB類をヒトが摂取した際の健康リスクを評価することは適当

でない Cotappropnatem。 2 ACBの遺伝言腱 融 遺購 出試験法によつて確認さ

れたものではなく、各種2‐ACB類に対する10ALを定めるための適切な動物給餌実
験データも存在しない

lL」 とされ■ るヽ。

○米国FDA
FDAの貝類への照射許可に関する官報 0005)によれよ「2 ACB力り瘍諦`ス錫編 |

き起こす可能ば あるとの論文|があるが、この論文の著者も述べているように、実

験で用いたラットのアACBの曝露量G暉℃引唾)は、予想されるヒトの曝露量衡峰

個 より3桁も大きセヽ り謝∪物にデル彰矯館極に潮界、‐ 夕の曖昧嵐 鍛

で用いられた化学物質の曝露とヒトの曝露との間に密接な関係が存在しないことを考

慮すると、大腸がんを引き起こすと考えるだけの科学的な確実陛と信頼性をもつた情

報ではない」とされている覧

OIARC個際がん研究機関)
2 ACBの発がん性については国際がん研究機関CIARChの評価書は出されれヽ vL

③リスク評価の状

況

消費者の関心・認識 食品への放射線照射に関するアンケートによれば、一般消費者の食品への放射線照

射に対する調知噴は現状では高くない 022)。
ただし、同アンケートでは、照射食品について「食品中の成分が変化し、未知の健

康影響をもたらす恐れがある」と思うかという設間に対して、69%の回答者が「そう

思う」または「どちらかというとそう思う」と回答しており、この問題に対する潜在

的な関しま高いと考えられる 023)。         _
9 不足しているデー

タ
各照射食品中のアルキルシクロブタノンの生成量及びその推定暴露量については、

さらにデニタの蓄積が望まれる。また、アルキルシクロプタノンの言性時に、遺伝

‐38‐

7今後の研究の動向を注視し、デ‐タ

を充実させていく必要がある。
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③ アルキルシタロブタノンの言F■に関する文献は:論文として発表された情報もしくはWHOの報告書
等に引用されている論文に準じた当m嘲蘭融こ限定した。  __二_________――――一一―
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参考資料 7

食品中のカ ドミウムの規格基準の一部改正について

平成 21年 10月 19日

薬事 口食品衛生審議会食品衛生分科会

食品規格部会報告書

1.経 緯   :
食品中のカドミウムについては、食品、添加物等の規格基準 (昭和 34年厚生省告

示第 370号)第 1食品の部 D各 条の「穀類、豆類及び野菜」において、穀類及び
豆類の成分規格として、米にカドミウム及びその化合物が Cdと して 1.O ppm以上含

有するものであつてはならないと定められている。         .
また、0.4 ppm以上 1.O ppm未満の米は、農林水産省の指導により非食用に処理さ

れている。

このような状況下、食品中のカドミウムについて国際規格策定の検討が開始され

たことを受けて、平成 15年 7月 、我が国における食品からのカドミウム摂取の現状

に係る安全性確保について、厚生労働省から食品安全委員会に対し食品健康影響評

価を依頼し (食品安全基本法 (平成 15年法律第 48号)第 24条第 3項)、 平成 20

年 7月 く食品安全委員会からカドミウムの耐容週間摂取量が答申されたき

これを踏まえ、厚生労働省から薬事・食品衛生審議会に対し、食品中のカドミウ

ムの規格基準の一部改正について諮問がなされ、当部会において審議した結果、米

については平成18年に決定された国際規格を踏まえてカドミウムに係る成分規格の

改正を行うことが適当との結論が得られた。この改正について、平成 21年 2月 、厚

生労働省から食品安全委員会に対し食品健康影響評価を依頼し (食品安全基本法第

24条第 1項)、 平成 21年 8月 、その評価結果が答申された。

なお、食品中のカドミウムについては、同各条の「清涼飲料水」及び「粉末清涼

飲料」にも規格基準が定められているが、これらの見直しについては、別途審議を

行う。

2.食品健康影響評価                    、

食品安全基本法第 24条第 3項の規定に基づき平成 15年 7月 1日付け厚生労働省

発食安第0701021号 により、及び同条第 1項の規定に基づき平成 21年 2月 9日 付け

厚生労働省発食安第 0209014号により厚生労働大臣より食品安全委員会委員長あて

に意見を求めた食品健康影響評価については、平成 20年 7月 3日 付け及び平成 21

年 8月 20日 付けで食品安全委員会より結果が通知されている。

9。 結論

<耐容週間摂取量>

カドミウム 7口g/kg体重/週

1-



<根拠>

カドミウムの長期低濃度曝露におけるもつとも鋭敏かつ広範に認められる有害

性の指標は、腎臓での近位尿細管の再吸収機能障害である。したがつて、今回の

リスク評価における耐容週間裸取量は、国内外における多くの疫学調査や動物実

験による知見のうち、特に一般環境における長期低濃度曝露を重視し、日本国内

におけるカドミウム摂取量が近位尿細管機能に及ぼす影響を調べた 2つの疫学調

査結果を主たる根拠として設定された。すなわち、カドミウム汚染地域住民と非

汚染地域住民を対象とした疫学調査結果から、14.4 pg/kg体重/週以下のカドミウ

ム摂取量は、ヒトの健康に悪影響を及ぼさない摂取量であり、別の疫学調査結果

から、7 ug/kg体重/週程度のカドミウム曝露を受けた住民に非汚染地域の住′民と

比較して過栞Jな近位尿細管機能障害が認められなかつた。したがつて、カドミウ

ムの耐容週間摂取量は、総合的に判断して 7 ug/kg体重/週に設定することが妥当

である。

3.我が国における食品からのカドミウム曝露状況

(1)食品からの摂取量

‐ 平成 19年度の「食品中の有害物質等の摂取量の調査及び評価に関する研究」(厚
生労働科学研究)にぉけるマーケットがスケツト方式による 1日 摂取量調査によ

ると、我が国において食品からのカ ドミウムの 1日 摂取量は、21.l μg/人 /日 であ

り、体重 53.3 kgの人で 2:8 μg/kg体重/週 となる。これは、耐容週間摂取量 7 Fg/kg

体重/週の約 4割程度である。

このうち寄与率の最も高い食品は米であり、カ ドミウムの 1日 摂取量の約 4割

(耐容週間摂取量の約 2割)を占めている:そのほか、雑穀、野菜、魚介類等か

ら摂取されてお り、軟体動物 (イ カ等)の内臓を用いた加工食品に、比較的高い

カ ドミウム含有を示す調査結果が得られている。

(2)曝露推計

平成 15年度の「日本人のカ ドミウム曝露量推計に関する研究」 (厚生労働科学

研究)において、確率論的曝露評価手法 (■ンテカルロ ,シ ミユレーション)に

より以下の前提で曝露推計が行われた。

① 食品の摂取量

平成 7年度から12年度までの国民栄養調査データ(20歳以上の成人男女のう

ち、妊娠している者を除いた約15万 3千名のデータを体重 l kg当 たり̀
1週間の

摂取量に換算して使用)
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② 食品中のカドミウム濃度

・農林水産省による農産物等に含まれるカドミウムの実態調査結果

・輸入分として、米国産の小麦及び大豆の実態調査結果

(国内産と海外産の消費割合を考慮して、これらの調査結果を使用)

当該推計の結果、いずれの食品についてもカドミウムの基準値を設定しない場

合の95パーセンタイル値は 7.33口g/kg体重/週であつた。また、また、米のカド

ミウムの基準値を o.4 ppmに設定した場合の 95パーセンタイル値は 7.18 μg/kg

体重/週であり、ぃずれも食品安全委員会の食品健康影響評価により定められた耐

容週間摂取量と同程度であり、人の健康に悪影響を及ぼさない摂取量であるとさ

れている 14.4 μg/kg体重/週を十分下回つている。

なお、食品安全委員会の食品健康影響評価によると、当該曝露推計における曝

露分布は計算上のものであり、分布の右側部分は、統計学的に非常に誤差が大き

く、非常に確率が低い場合も考慮されている領域であり、実際には耐容週間摂取

量を超える人は、ほとんどいないと考えるのが妥当であるとされている。

(3)食品健康影響評価におけるカドミウム摂取量の評価

食品安全委員会の食品健康影響評価においては、食品からのカドミウム摂取に

ついて、次のとおりまとめられている。

10。 まとめ及び今後の課題

(前略)カ ドミウムは、土壌中、水中、大気中の自然界に広く分布し、ほとん

どの食品中に環境由来のカドミウムが多少なりとも含まれる。特に、日本では

全国各地に鉱床や廃鉱山が多く存在し、米中カドミウム濃度が他国に比べて高

い傾向にあり、米からのカドミウム摂取量が食品全体の約半分を占めている。

しかしながら、近年、日本人の食生活の変化によつて 1人当たりの米消費量が

1962年のピーク時に比べて半減した結果、日本人のカドミウム摂取量は減少し

てきている。2007年の日本人の食品からのヵドミウム摂取量の実態については、

21.l μg/人/日 (体重 53.3 kgで 2.8 pg/kg体重/週)であつたことから、耐容

週間摂取量の 7口g/kg体重/週よりも低いレベルにある。したがつて、二般的な

日本人における食品からのカドミウム摂取が健康に悪影響を及ぼす可能性は低

いと考えられる。 (以下、略)

4.我が国における食品中のカ ドミウム低減対策
農産物中のカ ドミウム低減対策については、農林水産省及び環境省において、我
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が国でカドミウムの摂取の寄与率の高い食品である米に係る対策から優先的に研究

開発、実証及び普及がなされるとともに、対策の推進が図られている。

(1)米

米については、現在、水田土壌の汚染状況等に応じて次のような対策が開発さ

れ、全国各地で講じられている。

① 土壌浄化対策                                 .
0客土

カドミウムの作物移行を防止するために、平成 19年度末までに計 6,104 ha    ・、

の汚染された水田で非汚染土壌による盛り土、他用途への転用などの対策を行

つた。                     ′

・植物浄化

土壌中のカドミウムを吸収する能力が高いことが知られてぃる植物を栽培し、

土壌中カドミウムを吸収させる。カドミウム吸収能により選抜された水稲 (品 .

種名 :長香穀)を栽培した場合、3年間の栽培で土壌中カドミウム濃度が 4割程

度低下 (対策前0.76 mg/kg、 対策後0.45 mg/k♂ ))したことが確認されている。

さらなる技術の普及に向け、平成 21年度より実証事業が開始された。

② 吸収抑制対策

・湛水管理

水稲出穂前後の時期に水田に水を張ることにより、カドミウムの水稲人の吸

収が抑制される。通常の水管理を行つた場合に比べ玄米中カドミウム濃度が 8

.割程度低下 (通常管理 0.50 mg/kg、 湛水管理 0.08 mg/kgυ )したことが確認さ

れている。平成 20年度には約 37,800 haで 実施された。

(2)その他の農産物

その他の農産物にづいても、次のとおり対策を講じることとされている。

① 転作作物 :

転作作物として水田で生産される大豆、麦、野菜等のカドミウム濃度を低く    _
抑制するために、植物浄化等の土壌浄化対策を推進する。           ・

,② 畑作物

畑で生産される大豆(麦、野菜等について、土壌や農産物の含有実態調査を

通じて、対策が必要な地域の絞り込みを行うとともに、カドミウム低吸収性品

1)農林水産省委託プロジェクト「農林水産生態系における有害化学物質の総合管理技術の開発」 (平成 15～ 19
'  年度)における成果
2)稲原ら、日本土壌肥料学雑誌、第 78巻、第 2号、p149155
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種・品目への転換や土壌改良資材の施用等によるカドミウム吸収抑制対策を推

進する。併せて、植物浄化技術の畑への適用や新たなカドミウム低吸収性品種

の開発等、畑で生産される農産物に係るカドミウム低減対策の実用化に向けた

研究開発を進める。

農林水産省では、今後、各地域で行われた対策事業の成果を収集・解析し、カド

ミウムの汚染低減のための指針 (仮称)を作成するとともに、現在普及が進められ

ている農業生産工程管理の管理項目に当該指針の内容を組み込むことにより、農産

物におけるカドミウム低減対策を一層推進することとしている。

5′ 諸外国の規制状況

国際的な食品規格であるコーデックス規格は、以下のとおりである。

○ 食品中の汚染物質規格 (CODEX STAN 193=1995,Rev.3-2007)

食品群
基準値P
(mg/kg)

備 考

精米 0.4

小麦 0。 2

穀類 (そばを除く) 0.1
小麦、米を除く
ふすま、胚芽を除く

|ゴねル し`ょ 0.1 皮を剥いたもの

豆類 0.1 大豆 (乾燥したもの)を除く

根菜、茎菜 0.1 セロリアック、ばれいしょを除く

葉菜 0.2

負慇壁暴7季ゥラナ科野菜※、
ウリ科果菜、その他果菜 )

0.05 食用キノコ、トマ トを除く

海産二枚貝
，

“ カキ、ホタテを除く

頭足類 (イ カtタ コ) 2 内臓を除去したもの

※「アブラナ科野菜」のうち、葉菜で結球しないものは「葉菜」に含まれる。

○ 個別食品規格

食 品 基準値 備 考

ナチュラルミネラルウォータ■ 0。 003 (mg/1) CODEX STAN 108-1981

食塩 0.5 (mg/kg) CODEX STAN 150‐ 1985

3)CODEX STAN 193-1995,Rev 32007
1.2.4 Maximum level and related terllls

The Gο滋
“
″盤綱鯛

“
いこ 口四りfOr a COnta― nt h a food or feed conunodty is ule mttmm concentratlon ofthat

substance recommended by tt Codex Al辻Кntanus Conllnlssion(CAC)to be legally pe―tted h ulat conlmodty
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また、欧州連合 (EU)、 オーストラリア及びニュージーランドにおいて農水産物

等に基準値が定められている。

6.審議結果
カドミウムは自然環境中に存在し、一次産品を汚染するため、農水産物の生産段

階でできるだけ汚染を防止することが望まれる。

一方、食品安全委員会の食品健康影響評価によると、現在の我が国の食品摂取の

状況においては、一般的な日本人における食品からのカドミウム摂取が健康に悪影    ‐

響を及ぼす可能性は低いと考えられるとされている。

また、直近のマ
~ケ ットバスケット方式による 1日 摂取量調査においても、その

摂取量は耐容週間摂取量から見て十分低い値である。

当部会においては、食品中のカ ドミウムについて、これらの状況及び
「食品中の

汚染物質に係る規格基準設定の考え方」を踏まえて審議を行い、最も寄与率の高い

「米」について、国内の含有実態に ALARAの原則つを適用し、国際規格に準じて基

準値を0.4 ppmに 改定することとした (米が 1日 摂取量の約 4割を占めており、他

の食品に比べて寄与率は格段に高い)。 「米」以外の品日については、米に比べ生

産量や寄与率が低いため、検査に要する労力(時間、コストなどを考慮すると、基

準を設定し遵守させることによるカドミウム曝露の低減に大きな効果は期待でき

ない。農林水産省を通じ関係者に対して引き続きカドミウムの低減対策を講じるよ

う要請するとともに、一定期間経過後にその実施状況について報告を求め、必要に

応じて規格基準の設定等について検討することとする。

(1)食品中のカドミウムの規格基準の

「

部改正

食品衛生法第 11条第 1項の規定に基づき、米のカドミウムの成分規格を、カド

ミウム及びその化合物にあっては、玄米及び精米申にCdと して 0.4 ppmを超えて

含有するものであつてはならなぃと改めることが適当である。

また、現行の成分規格において定めているカドミウムの試験法のうち、有害試    _
薬 (ク ロロホルム等)を使用するジチゾン・クロロホルム法については廃止する

とともに、現行の原子吸光法と同等以上の性能を有する試験法を別途通知により    
‐

示すこととする。

4)「合理的に達成可能な範囲でできる限り低く設定する (As low as reasonably achevable)」 との考え方。
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<参考 規格基準告示新旧対照表>
1 穀類及び豆類の成分規格

2 穀類及び豆類の成分規格の試験法

改正案 現  行

(1)検体 玄米及び精米 玄米

(2)カ ドミウム

試験法

カドミウムの定量法は、次に示

す原子吸光法による。
原子吸光法 (略 )

カ ドミウムの定量法は、1.に示
す原子吸光法による。ただし、2.

に示すジチゾン・クロロホルム法
によることができる。
1.原子吸光法 (略)
2.ジチゾン・クロロホルム法 (略 )

(2)食品中のカドミウムについての消費者への情報提供及び低減対策の推進

日本人の食品からのカドミウム摂取の実態についてはt耐容週間摂取量の 7

μg/kg体重/週よりも低いレベルにあり、一般的な日本人における食品からのカド
｀
ミウムの摂取が健康に悪影響を及ぼす可能性は低いと考えられる。

しかしながら、摂取寄与率は低いものの、海産物やそれらを原料とした加工食

品など、一部にカドミウム濃度が高い食品があることも事実であり、消費者に対

してバランスの良い食生活を心がけることの重要性について情報提供を引き続き

行うことが望ましい。

また、カドミウムの摂取寄与率の高い米をはじめとし、大豆、麦、野菜等の農

作物については、農林水産省が実施している低減対策を引き続き推進するよう、

農林水産省を通じて関係者に要請する。

加えて、引き続きカドミウム汚染の実態把握に努めるよう、農林水産省を通じ

て関係者に要請することが必要である。また、それらの実施状況について 3～ 5年

後を目途に報告を求めることとする。

改正案 現  行

次の表の第 1欄に掲げる穀類又
は豆類はt同表第 2欄に掲げる物
をそれぞれ同表第 3欄に定める量
を超えて含有するものであつては
ならない。         |

次の表の第 1欄に掲げる穀類又
は豆類は、同表第 2欄に掲げる物
をそれぞれ同表第 3欄に定める量
を超えて (ただし、同表第 2欄に
掲げるカ ドミウム及びその化合物
にあっては同表第 3欄に定める量
以上)含有するものであつてはな
らない。

第  1 欄 米 (玄米及び精米をいう。) 米 (玄米をいう。)

第  2 欄 カ ドミウム及びその化合物 カ ドミウム及びその化合物

第  3 欄 Cdと して 014 ppm Cdと して 1.O ppm
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(参 考 )

O審議経緯
平成 15年 7月 1日

平成 20年 7月 3日

平成 20年 7月 4日

平成 20年 7月 8日

平成 20年 10月 22日

平成 21年 1月 14日

平成 21年 2月 9日

平成 21年 2月 19日

平成 21年 8月 20日

平成 21年 10月 6日

厚生労働大臣から食品安全委員会委員長あてに「食品からのカ ドミ

ウム摂取の現状に係る安全性確保」に係る食品健康影響評価につい

て依頼

食品安全委員会委員長から厚生労働大臣あて食品健康影響評価の結

果について通知           ‐

厚生労働大臣より薬事 。食品衛生審議会に食品中のカ ドミウムの規

格基準の一部改正について諮問

薬事 。食品衛生審議会食品衛生分科会食品規格部会において審議

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会食品規格部会において審議

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会食品規格部会において審議

厚生労働大臣から食品安全委員会委員長あてに「米のカ ドミウムの

成分規格改正」に係る食品健康影響評価にういて依頼するとともに、

「米の成分規格からのカ ドミウム試験法の削除」について食品健康

影響評価を行 うことが明らかに必要でないときに該当するか照会

食品安全委員会委員長から厚生労働大臣あて照会事項について回答

食品安全委員会委員長から厚生労働大臣あて食品健康影響評価の結

果にういて通知

薬事 。食品衛生審議会食品衛生分科会食品規格部会において審議

○ 薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会食品規格部会委員 (◎は部会長)

<平成 21年 1月 23日 まで>

五十君静信  国立医薬品食品衛生研究所食品衛生管理部第一室長
池上 幸江  大妻女子大学家政学部食物学科教授
石田 裕美  女子栄養大学栄養学部実践栄養学科教授
香山不二雄  自治医科大学地域医療学センター環境医学部門教授
小西
.良
子  国立医薬品食品衛生研究所衛生微生物部長

小沼 博隆  東海大学海洋学部水産学科教授
品川 邦汎  岩手大学農学部教授
西川 秋佳  国立医薬品食品衛生研究所安全性生物試験研究センター病理部長
早川 和一  金沢大学医薬保健研究域薬学系教授
◎廣橋 説雄  国立がんセンター総長
松田りえ子  国立医薬品食品衛生研究所食品部長
宮原 誠   国立医薬品食品衛生研究所食品部第二室長
山内 明子  日本生活協同組合連合会組織推進本部本部長
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<平成 21年 1月 24日から>
浅見 真理  国立保健医療科学院水道工学部水質管理室長
五十君静信  国立医薬品食品衛生研究所食品衛生管理部第一室長
石田 裕美  女子栄養大学栄養学部実践栄養学科教授
井上 達   国立医薬品食品衛生研究所安全性生物試験研究センター長
◎ 大前 和幸  慶應義塾大学医学部教授
香山不二雄  自治医科大学地域医療学センター環境医学部門教授
小西 良子  国立医薬品食品衛生研究所衛生微生物部長
小沼 博隆  東海大学海洋学部水産学科教授
阪口 雅弘  麻布大学獣医学部獣医学科教授
長野 哲雄  東京大学大学院薬学系研究科教授          `.
松田りえ子  国立医薬品食品衛生研究所食品部長
宮原 誠   国立医薬品食品衛生研究所食品部第二室長
宮村 達男  国立感染症研究所長
山内 明子  日本生活協同組合連合会組織推進本部本部長
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参考資料8

食安発 0408第 2号
平成 22年 4月 8日

殿

ヽ
―
―
―
―
ノ

ｒ
ｌ
ｌ

ｌ
ｌ
ｔ

各

都道府県知事

保健所設置市長

特 男1 区 長
一
一
二
一
一̈
¨

・

一【」＝一
一
::=1

厚生労働省医

食品、添加物等の規格基準の一部を改正する件について

食品、添加物等の規格基準の一部を改正する件 (平成 22年厚生労働省告示第
183号)が本日公布され、これにより食品、添加物等の規格基準 (昭和 34年

厚生省告示第 370号。以下「告示」という。)の一部が改正されたところであ
るが、その改正の概要等は下記のとおりであるので、その運用に遺憾なきよう取

り計らわれたい。

また、当該改正の概要等につき、関係者への周知方よろしくお願いする。 「

なお、本改正の内容については、消費者庁、農林水産省及び環境省と協議済み

であることを、念のため申し添える。

記

第 1 改正の概要
食品衛生法 (昭和 22年法律第 233号 )第 11条第 1項の規定に基づき、

穀類及び豆類の成分規格のうち、米に含有されるカドミウム及びその化合物に

あっては、玄米及び精米中にCdと して0.4 ppmを超えて含有するものであつ

てはならないと改め、同成分規格の試験法において、検体に精米を加えるとと

もに、ジチゾン・クロロホルム法を削除したこと。

第2 適用期日
平成23年 2月 28日から適用されるものであること。ただしてジチゾン・

クロロホルム法の改正規定については、公布の日から適用されるものであるこ

と。



第3 運用上の注意
1 穀類及び豆類の成分規格の試験法のうち、米に含有されるカドミウム及び

その化合物の試験法について、告示に示す試験法と同等以上の性能を有する

ものとして適用可能な試験法を別紙に示すこと。なお、試験室におけるこれ

ら試験法等の運用に当たつては、「食品中の金属に関する試験法の妥当性評価

ガイドライン」(平成20年 9月 26日 食安発第 0026001号別添)を参考とさ
・
れたいこと。

2 本改正に合わせて、農用地の土壌の汚染防止等に関する法律 (昭和45年
法律第139号。以下「農用地土壌汚染防止法」という。)に基づく農用地土

壌汚染対策地域 (以下「対策地域」という。)の指定要件の見直しなど、米に

含有されるカドミウムの低減に係る施策の改正等が予定されていることから、

関係部局が十分に連携の上、関連施策の円滑な導入に向けた普及啓発及び監

視指導が行われるよう努められたいこと。

第4 消費者への情報提供
‐
食品ならのカ ドミウム摂取については、厚生労働省ホ

ームページ

(h■p:ll….mhlWgOjp/tOpics/bukyoku/iyaku/syoku― anzen/cadhium/index.html)

においてQ&Aを掲載し、消費者に対してバランスの良い食生活を心がける
ことの重要性について情報提供しているところであり、貴職においても情報

提供に際し活用されたいこと。特に、農用地土壌汚染防止法に基づく対策地

域を有する地方公共団体にあつては、関係部局が連携し、当該地域等で収穫

される農産物を自家消費等により継続的に摂取する住民に配慮した情報提供

等に努められたいこと。
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(別 紙 )

米 (玄 米及び精米)の カ ドミウム試験法

1.誘導結合プラズマ発光分光分析法

(1)装置
誘 導結合プラズマ発光分光分析装置

(2)試薬、試液等

次 に示す もの以外 は、食品、添加物等 の規格基準 (昭 和 34年厚 生省告

示第 370号 )第 2添 加物 の部 C試 薬・試液等の項 (以 下「規格基準告
示」 とい う。)に 示す ものを用い る。
カ ドミウム標準溶液  金属カ ドミウム 0.100gを 10%硝 酸 50 mlに 溶か
し、煮沸 し、水 をカロえて 1,000 mlと す る。この 10 mlを 採 り、水 を加

えて 1,000 mlと す る。

カ ドミウム標準溶液 l ml=1■ g C d2+

市販 の金属分析用カ ドミウム標準液 を使用す ることもで きる。

イ ッ トリウム溶液  硝酸イ ッ トリウム (Y(N03)3)0.773gを ビーカ∵ に
採 り、硝酸 5 mlを 加 えて加熱溶解 し、冷後、 250 mlの メスフラスコ

に移す。 ビーカー を水で洗い、洗液 をメスフラスコに合 わせ、水 を加

えて 250 mlと す る。この液 10五1を 採 り、0.1血o1/L硝 酸 を加 えて 100

mlと す る。市販 の金属分析用イ ッ トリウム標準液 を使用す ることもで

きる。

検量線用カ ドミウム溶液  カ ドミウム標準溶液及びイ ッ トリウム溶液 を
0.l mo1/L硝 酸で希釈 し、カ ドミウム濃度 が 0.04～ 0.2 pg/mlの 範囲の

数 点、イ ッ トリウム濃度が 0.5,g/mlと なるよ うに調製す る。 .

(3)試験溶液の調製

検体約 20gを 精密 に量 り採 り、 300～ 500 mlの 分解容器 に入れ、水
10～ 40 ml及 び硝酸 40 mlを 加 え、よ く混和 した後、穏や かに加熱す る。

暫時加熱 した後 、放冷 し、硫酸 2 mlを 加 え、再び加熱す る。その間、必

要が あれ ば時 々少量ずつ硝酸 を加 える。内容物 が淡黄色か ら無色 の透明

な液 になれ ば分解 を完 了す る。冷後 、イ ッ トリウム 1)溶液 0.5 mlを 正確

に加 え、0.l mo1/L硝 酸 を加 えて 100 mlと す る。

別 に、検体の代わ りに水 を用いて検体の場合 と同様 に操作 して得 られ

た溶液 を空試験溶液 とす る。

(4)試験操作
試験溶液 を採 り、分析波長 228.802 nm付 近 2)で ヵ ドミウムの発光強

度 を、371.030 nm2)付 近でイ ッ トリウムの発光強度 を測定 し、イ ッ トリ

ゥムに対するカ ドミウムの相対発光強度比を求める6

検量線用カ ドミウム溶液を同様に操作して求めた発光強度比から検
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量線 を作成する:試 験溶液か ら得 られた発光強度比 と検量線 か らカ ドミ '

ゥム濃度 を求める。別に空試験溶液を試験溶液 と同様に操作 して得た濃  :
度により補正す る。

2.誘導結合プラズマ質量分析法

(1)装 置

誘導結合プラズマ質量分析装置

(2)試 薬t試液等
次に示す もめ以外は、1.誘導結合プラズマ発光分光分析法及び規格基準告     

‐

示に示す ものを用いる。

検量線用カ ドミウム溶液  カ ドミウム標準溶液及びイ ン トリウム溶液
を 0.l mo1/L硝 酸で希釈 し、カ ドミウム濃度が 0.4～ 2 ng/mlの 範囲の

数点、イ ッ トリウム濃度が 5 ng/mlと なるよ うに調製する :

(3)試 料の調製

i.誘導結合プラパマ発光分光分析法の試験溶液の調製に準 じて分解 し、冷

後、イ ジ トリウム 3)溶 液 0.5 mlを 正確 に加 え、0.l molノL硝酸 を加 えて   ′

100 mlと する。この液 l mlに 0.l mOlノ L硝酸を加 え 100 mlと し試験溶

液 とす る。

別に、検体の代わ りに水 を用いて検体の場合 と同様に操作 して得 られ

た溶液を空試験溶液 とする。

(4)試 験操作

試験溶液を採 り、質量数 1114)に おけるカ ドミウムのイオン強度を、質

量数 89で イ ットリウムのイオン強度を測定 し、イ ッ トリウムに対す る

カ ドミウムの相対イオン強度比を求める。

検量線用力:ド ミウム溶液 を同様 に操作 して求 めたイオン強度比か ら

検量線を作成する。試料溶液か ら得 られたイオン強度比 と検量線か らカ

ドミウム濃度を求める。別 に空試験溶液を試料 と同様に操作 して得た濃

度により補正す る。

<注解 >

1)内部標準としてイッテルビウムを使用するこ́ともできる。

2)状況により他の波長を使用することもできる。

3)内部標準としてロジウム又はインツウムを使用することもできる:

4)状況により他の質量数を使用することもできる。
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参考資料 9

「食品に含まれるカ ドミウム」に関するQ&A

厚生労働省医薬食品局食品安全部

平成22年 4月 改訂

<1.食品中に含まれるカドミウム>
Ql カドミウムはどのような物質ですか?どのような害があるのですか?
Q2 どうしてお米などの食品にカドミウムが含まれているのですか?: Q3 
どんな食品にカドミウムが含まれているのですか?どのくらい摂取してい

るのですか?

Q4 お米には、どの程度のカドミウムが含まれているのですかも
Q5 毎日お米を食べても健康に影響はないのですか?
Q6 食品以外からもカドミウムを摂つているのですか?

<2.規制及びリスク管理>  :
Q7 国内、国外の食品中のカドミウムの規制はどのようになつていますか?
Q8 国際基準が設定されている食品について、わが国でも同様に基準値を設定す

｀

べきではないですか?
:Q9 
農産物の生産段階などにおけるカドミウムの汚染低減対策として、どのよう

な取組みが行われているのですかつ

<3.食品摂食時の注意事項>
Q10‐ 食生活において、カドミウムの摂取を減らすために気をつけることはありま

すか ?

Qll いつも親戚の農家から米をもらつていますが、米中のカ ドミウム濃度は大丈
夫でしょうか ?

<4.環 境省調査結果への対応>
Q12 本年 3月 に新たに公表された環境省の調査結果によれば、カ ドミウム濃度の
高い畑作物が確認されていますが、厚生労働省は、この結果を踏まえて畑作

物に関する基準を設定するなど、再審議をしないのですか ?

Q13 新たに公表された環境省の調査結果によれば、カ ドミウム濃度の高い野菜が
あるようですが、野菜を食べても大丈夫でしょうか?
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<1.食 品中に含まれるカ ドミウム>

Ql カ ドミウムはどのような物質ですか?どのような害があるのですか ?

A)

カドミウムは、鉱物中や土壌中などに天然に存在する重金属で、鉛・銅・亜

鉛などの金属とともに存在することから、日本においては1千年以上前から鉱

山開発などにより、地中から掘り出されてきました。

自然環境中のヵドミウムが農畜水産物に蓄積してそれらを食品として摂取す

ることで、カドミウムの一部が体内に吸収され、
‐
主に腎臓に蓄積します:カ ド

ミゥム濃度の高い食品を長年にわたり摂取すると、近位尿細管の再吸収機能障

害により腎機能障害を引き起こす可能性があります。またt鉄欠乏の状態では、

カドミウム吸収が増加する報告があります。

なお、カドミウム中毒の事例としてイタイイタイ病がありますが、これは、

高濃度のカドミウムの長期にわたる摂取にカロえて、様々な要因 (妊娠、授乳t

老化、栄養不足等)が誘因となつて生じたものと考えられています。今回検討
が行われているような低濃度のカドミウムの摂取とは状況が全く異なつており、

低濃度の摂取でイタイイタイ病が発症することは考えられません。

Q2 どうしてお米などの食品にカドミウムが含まれているのですか ?
A)  .

日本には、全国各地に鉛 :銅・亜鉛の鉱山や鉱床が多数あります。カドミウ

ムは、このような鉱山や鉱床に含まれて天然に存在し、さらに、鉱山開発や精

錬などの人の活動によつて環境中へ排出されるなど、いろいろな原因により水

田などの土壌に蓄積してきました。

お米などの作物に含まれるカドミウムは、作物を栽培している間に、水田な

どの土壌に含まれているカドミウムが吸収され蓄積したものです。  
｀

また、カドミウムは海水や海の底質中にも含まれており、貝類、イカやタコ

などの軟体動物や、エビやカニなどの甲殻類の内臓に蓄積されやすいことがわ

かつていますg
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Q3 どんな食品にカドミウムが含まれているのですか?どのくらい摂取して
いるのですか?|

A)

カ ドミウムは土壌又は水など環境中に広く存在するため、米、野菜、果実、

肉、魚など多くの食品に含まれていますが、我が国においては米から摂取する

割合が最も多く、日本人のヵ ドミウムの 1日 摂取量の約 4割は米から摂取され

ているものと推定されています。

<食品からのカ ドミウム摂取量の経年変化 >

_(卜」峰体重/週)
7

編

LI多ヨ
|||||‖ ||‖ ||‖ || 剛 4′′1111

1997年 2007年

厚生労働省の研究機関である国立医薬品食品衛生研究所は、昭和 52(1977)

年度から毎年、日常食の汚染物質の摂取量調査
1)・ を行つています」 平成 19

(2007)年度の調査結果によれば、日本人の日常食からのカドミウムの 1日摂

取量は、21。 l μgの (成人の平均体重を53.3 kgと すると2.8 μg/kg体重/週 )

であり、調査開始以降、・経年変化はあるものの米の摂食量の低下などにより減

少してきています。

国立医薬品食品衛生研究所が、地方衛生研究所と協力して行らてぃる調査です。食品を集めて調理し、食

品中に含まれるカドミウムの濃度を分析し、国民栄養調査の食品摂取量をもとに、 1日 当たりの汚染物質
摂取量を推定しています。

μg(マイクログラム)は、 1グラムの百万分の 1の重さです。
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また、2003年 6月 に開催された第 61回 FAO/WHO食 品添加物専門家会議 (」oint

Expert Conlmittee on Food Additives,」 ECFA)jの報告書によれば、各国の調

査に基づくカ ドミウムの平均的な摂取量は 0.7ん6.3 μg/kg体重/週、また、WHO

が公表している世界の各地域の食品の消費量とカドミウム濃度がら得られた地

域ごとの平均的なカドミウム摂取量は 2.8～生2 μg/kg体重/週となつており、

我が国の摂取量は比較的低い状況となつています。

Q4 お米には、どの程度のカ ドミウムが含まれているのですか ?
A)

お米 (玄米)のカドミウム含有量について、全国のさまざまな地域 (約 3万

7千点)を調査した結果によると、日本産のお米 l kg中 に含まれるカドミウム

量は平均して 0.06 mg(=0.06 ppm)で した (1997～ 1998年 旧食糧庁の全国
実態調査結果より)。

お米のカドミウム濃度が 0.4 ppmを超える場合、それは鉱山からのツト出など

によつて人為的に水田がカドミウムに汚染されていることが原因と考えられて

いますが、上記調査結果からは、そのようなお米の割合は全体の O.3%と なつ

ています。

<玄米中のカ ドミウム含有量の全国実態調査結果>

30.000

2義 ,000

20,000

15,000

10.000

5,000

0

試

料

数

カドミウム濃度C(峰 gな g)

3)国際食糧農業機関 (Food and Aを riculture orgahizatiOn,FAO)と 世界保健機関 (World Health Organization,
WHO)が合同で運営している専門家により構成される機関であり、食品添加物や食品中の汚染物質等のリス

ク評価を行つています。

瑕

n=37,250

ド 陪 墨
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Q5 毎日お米を食べても健康に影響はないのですか?
A)

食品安全委員会の食品健康影響評価によると、「近年、日本人の食生活の変化

によつて 1人当たりの米消費量が 1962年のピーク時に比べて半減した結果、日

本人のカドミウム摂取量は減少してきている。2007年の日本人の食品からのカ

ドミウム摂取量の実態については、21.l μg/人 /日 (体重 53.3 kgで 2.8 vg/kg

体重/週)であつたことから、耐容週間摂取量りの7 ug/kg体重/週よりも低い
レベルにある。したがつて、一般的な日本人における食品からのカドミウム摂

取が健康に悪影響を及ぼす可能性は低いと考えられる。」とされています。

<参考>食品からのカドミウム摂取の現状に係る安全性確保について
(食品安全委員会)

http://w"■w.fsc.2o.ip/hvouka/risk hvouka.htIIll

Q6 食品以外からもカ ドミウムを摂つているのですか ?
A)

飲料水や食品からの摂取といった経口での摂取経路のほかに、呼吸器を介し

て体内にカドミウムが吸収され、体内を循環する経路がありますg

例えば、たばこの煙の中にはカドミウムが多く含まれていることから、喫煙

する人は、喫煙しない人よりもtカ ドミウム摂取量が多くなります。

仮にたばこに含まれるカドミウム (約 1～ 2 ug/本)の約 10%が喫煙により

肺に吸入され、さらに、吸入されたカドミウムの約 50%が体内に吸収されると

すると、 1日 に20本喫煙する人は、毎日約 1～ 2 μgのカドミウムを吸収する
と推定されます:

<2.規 制及びリスク管理>

Q7 国内、国外の食品中のカドミウムの規制はどのようになつていますか?
A)

A)

国内では、食品衛生法において、米、清涼飲料水及び粉末清涼飲料にカドミ

ウムの基準値が設定されています。                  ′

4)毒性試験などに基づくリスク評価により、人が一生涯、毎日摂取したとしても健康に悪影響を与えない量
として推定されたものです。
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米については、昭和45年以降、基準値は 1.O mg/kg未満とされてきました。

また、その当時、カドミウム濃度 0.4 mg/kgを超える米が生産される地域は、

何らかのカドミウムによる環境汚染があると考えられていたため、市場の混乱

を避けるために、国が0.4 mg/kgか ら1.O mg/kg未満の米を買い上げて市場流

通しないよう管理してきました。

<食品中のカドミウ
^の
基準値>

食 品 基準値

米 (玄米 ) 1.O mg/kg未満

清涼飲料水

(ミネラルウォニター類を含む)

原水 0.01 血g/Lじ人T
製品・ 検出してはならない

粉末清涼飲料 検出してはならない

また、国際基準は次のように設定されています。

※「アブラナ科野菜」のうち、葉菜で結球しないものは「葉菜」に含まれる。

<食品中の汚染物質規格 >  (CODEX STAN 193-1995,R飩 3=2007)

食品群
基準値

(mg/kg)
備 考

穀類 (そばを除く) 0.1
小麦、米を除く

ふすま、胚芽を除く

小麦 0.2

lゴねル しヽょ 0.1 皮を剥いたもの

豆類 0.1
大豆 (乾燥 したもの)を
除く    :

根菜、茎菜 0.1
セロリアック、ばれいし

ょを除く

葉菜 0.2

その他の野菜 (鱗茎類、アブラナ

科野菜
※
、ウリ科果菜、その他果菜)

0。 05
食用キノコ, トマ トを除
く

精米 0.4

海産二枚貝
９

“ カキ、ホタテを除く

頭足類 (イ カ及びタコ)
，

“ 内臓を除去 したもの

<個別食品規格>

食 品 基準値 備 考

ナチ■ラルミネラルウォータ~ 0.003 (mgll) CODEX STAN 108-1981

食塩 0.5 (mg/kg) CODEX STAN 150-1985
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.上記の国際基準の設定を受け、平成 20年 7月 から平成 21年 10月 までに開催

された薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会食品規格部会において、食品安全

委員会の食品健康影響評価結果を踏まえて食品からのカドミウム摂取のリスク

管理について審議が行われました。

この審議の結果、米中のカドミウムの基準値を現行の玄米中 1.O mg/kg未満

から玄米及び精米中 0。 4 mg/kg以下に改正することとされ、食品衛生分科会の

審議を経て、平成 22年 2月 に薬事・食品衛生審議会から答申がなされました。

この改正内容については、平成
｀
22年 4月 に関係告示が公布されたところであり、

平成 23年 2月 28日 より施行されることとなっています。

<改正後の米のカドミウムの基準値 (平成 23年 2月 28日施行)>

食 品 基準値

米 (玄米及び精米) 0。 4 mg/kg以下

<参考 >食 品中のカ ドミウムの規格基準 (厚生労働省 )

また、現在、食品衛生法でカ ドミウムの規格基準が設定されている清涼飲料

水 (ミ ネラルウォーター類を含む)及び粉末清涼飲料については、別途検討す
ることとしています。            .

Q8 国際基準が設定されている食品について、わが国でも同様に基準値を設定
すべきではないですか?

A)

食品中の汚染物質のリスク管理の方法としては、①農産物の生産段階での汚

染低減対策、②食品の製造 0加工段階での汚染低減対策、③基準値の設定があ

ります。

今回、わが国における食品からのカ ドミウムの摂取状況及び国内食品中のカ

ドミウムの含有実態を勘案した結果、一般的な日本人における食品からのカド

ミウム摂取が健康に悪影響を及ぼす可能性は低いと考えられます。

しかしながら、汚染物質であるカドミウムの摂取量をさらに低減することが

望ましいことから、,農産物の生産段階での低減対策を進めることに加えて、米

について基準値を設定することとしました。これは、日本人の食品からのカド

ミウム摂取の約 4割が米からの摂取であり、米に基準値を設定して管理を行う

ことが効果的であることから、ALARAの原則 ∂に従つて基準値を改正するこ

ととしたものです (1.O ppm→ 0.4 ppm)。

5)「合理的に達成可能な範囲でできる限り低く設定する (As low as rcasombly achlcvable)」 との考え方。
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米以外の食品については、米に比がて、それらからのカ ドミウム摂取量が少

なく、基準値を設定して管理することとしてもカ ドミウム摂取の低減には大き

な効果は期待できないことから基準値を設定しないこととし、関係者に対し、

引き続き、農産物の生産段階での低減対策を推進するよう要請することとしま

した。

併せて農水産物の含有実態調査を実施することを要請し、今後、一定期間経

過後に低減対策と含有実態調査のその実施状況について報告を求め、必要に応

じて米以外の食品の規格基準の設定等について検討することとしています。

Q9 農産物の生産段階などにおけるカドミウムの汚染低減対策として、どのよ
:う
な取組みが行われているのですか?

A)

土壌がカドミウムに汚染された農用地については、農用地の土壌の汚染防止

等に関する法律等に基づき、環境省及び農林水産省において、汚染を除去する

ための客土 (非汚染土による盛り土)な どの事業が行われています。

<参考>農用地土壌汚染対策 (環境省)
http://―。env.looip/water/doio/nouvo/indOx.htl■ 1

また、農林水産省において、①カドミウムの吸収効率の高い植物を用いて土

壌中のカドミウム濃度を低減する「植物浄化」技術の普及、②稲穂が出る時期

の前後に水田に水を張ることによリカドミウムの水稲、の吸収を抑制する「湛

水管理」が推進されています。

さらに、米以外の品日 (大豆、麦、野菜等)についても、①転作作物として

水田で生産された際のカドミウム濃度を低く抑制するための植物浄化等の土壌

浄化対策、②カドミウム低吸収性品種 0品 目への転換、③土壌改良資材の施用

などによるカドミウム吸収抑制対策が推進されているほか、④植物浄化技術の

畑への適用、⑤新たなカドミウム低吸収性品種の開発など、新たなカドミウム

低減対策の実用化に向けた研究開発が進められています。

<参考>食品のカドミウム対策 (農林水産省)
http://―.ma社2ooip/i/svouan/nouan/kOme/k cd/taisaku/indexohtlnl
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<3.食品摂食時の注意事項>
Q10 食生活において、カドミウムの摂取を減らすために気をつけることはあり
ますか?

A)

前述のとおり、食品安全委員会の食品健康影響評価によれば、一般的な日本

人における食品からのカドミウム摂取が健康に悪影響を及ぼす可能性は低いと

考えられます (Q5参照)。

しかしながら、水産庁や厚生労働省の調査結果によると、軟体動物 (貝類、

たこ、いか)、 甲殻類 (かに、えび)の内臓にカドミウム濃度の高いものが認め

られており、これらを原料として用いた加工食品である塩辛類の一部にはカド

ミウム濃度の比較的高いものが認められています。

これらの食品は、我が国において古くから食 されてきたものであり、通常の

食生活において健康に悪影響を与える可能性は低いと考えます。食生活を通 じ

て健康な毎 日を過ごすためにも、同じ食品を毎日たくさん食べ続ける偏食など

に注意し、バランスの良い食生活を心がけましょう。

<参考>国 内産農畜産物等の実態調査結果 (農林水産省 )
http://―w.ma‖ gooip/i/svouan/nOuan/kome/k cd/cvosa/index.htlnl

Qll いつも親戚の農家から米をもらうていますが、米中のカドミウム濃度は大
丈夫でしょうか?

A)

わが国で生産される米中のカ ドミウムについては、農林水産省が調査を実施

しています。農林水産省において重点的に調査されている地域などは、以下を

参照して下さい。

<参考>産 地におけるコメのモニタリング調査結果 (農林水産省 )
http://―.ma性 20。 ip/i/svouan/nouan/ko】 me/k cd/cvosa/index.htIIll

米中のカ ドミウム濃度の高い可能性がある地域においては、生産された自家

消費用などの非売用の米についても、生産者の希望に基づき、 JA等 が調査分
析を実施 しており、販売される米と同様、食品衛生法の基準値を超過する場合

は、 JA等が生産者に対して消費しないよう連絡し、翌年度の栽培に当たつて
は湛水管理などのカ ドミウム低減対策を講じるよう指導を徹底 しています。

なおt食品衛生法は、販売のみでなく、不特定又は多数の者に対する販売以
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外の授与についても規制の対象とされており、その場合は基準値に適合する必

要がありますが、親戚など限られた人への授与については、対象外となってい

ます。          |

<4.環 境省調査結果への対応>

Q12 本年3月 に新たに公表された環境省の調査結果によれば、カドミウム濃度
の高い畑作物が確認されていますが、厚生労働省は、この結果を踏まえて畑

作物に関する基準を設定するなど、再審議をしないのですか?

A)

環境省が実施した調査は、農用地の土壌の汚染防止等に関する法律に基づく

対策地域の指定要件を検討することを目的として、畑作物と土壌中のカドミウ

ム濃度の相関関係を調べるため、土壌中のカドミウム濃度が高めの地域も含め

て実施されたものと聞いていますが、調査した畑作物の点数や地域に限りがあ

ります。

薬事・食品衛生審議会における食品中のカドミウムに関する審議は、食品安

全委員会の食品健康影響評価を踏まえて行われたものです。同評価では、農林

水産省が実施した全国規模の調査結果をもとにカドミウム濃度が比較的高い

農作物の流通も想定して推計された日本人のカドミウム摂取量分布も含めて

評価されています。

審議会においては、食品安全委員会の食品健康影響評価を踏まえ、各食品群

のカドミウム摂取量の寄与率、国際基準のある作物に基準を設定した場合のカ

ドミウム摂取量低減効果の推計等も勘案して、以下の結論が得られました。

① 米中のカドミウムの規格基準を改正 (1.00p興→0.4 ppm)すること

② 消費者に対し、バランスのよい食生活を心がけることの重要性について情

報提供を行うこと

③ 米をはじめその他の農作物について、低減対策を推進するよう関係者に要

請すること

④ 農水産物中のカドミウムの実態把握に努めるよう関係者に要請すること

今般公表された環境省の調査結果を含めたとしても、以上の審議会での審議

の結論に影響を与えることはないと考えていますが、次回開催される定例の審

議会 (5月 予定)では、環境省の調査結果をご報告し、ご確認をいただくこと

としています。
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Q13 新たに公表された環境省の調査結果によれば、カ ドミウム濃度の高い野菜
があるようですが、野菜を食べても大丈夫でしょうか?

A)

Q3及びQ5の とおり、食品安全委員会の食品健康影響評価によれば、我が
国での市場流通食品の分析結果をもとに算定したカドミウムの一日摂取量は

2.8 ug/kg体重/週であり、耐容週間摂取量の 7 μg/kg体重/週を十分下回つて

いることから、一般的な日本人における食品からのカドミウム摂取が健康に悪

影響を及ぼす可能性は低いと考えられるとされています。

また、同委員会では、比較的カドミウム濃度が高い農作物が流通することも

想定し推計された日本人のカドミウム摂取量分布についても、以下のとおり評

価しており、審議会における議論では、カドミウム摂取量が多いと推定される

人でも、健康に悪影響を及ぼさない摂取量を十分に下回つているとされていま

す。

―食品安全委員会汚染物質評価書 カドミウム (第 2版)よ り抜粋T

独立行政法人国立環境研究所 (2004)は、平成7年から平成12年までの6年

間の国民栄養調査による摂取量デ∵夕と農林水産省の実態調査による食品別

カ ドミウム濃度データから確率論的曝露評価手法 (モンテカルロシミユレー

ション)を適用し、日本人のカドミウム摂取量分布*め推計を行っている。こ
の結果、現状の0.4 ppm以上の米を流通させない場合におけるカドミウム摂取
量は、算術平均値3.44 ug/kg体重/週、中央値2.921g/kg体重/週、95パーセン

タイルで7.18 ug/kg体重/週であると報告されている。       1

<日 本人のカ ドミウム摂取量の分布 >

053        2.54        4.輌0        住55
授取量(μ♂峰体重r週 )

この摂取量分布は、計算上のものであり、分布図の右側部分は、
が大きく、非常に確率が低い場合も考慮されている領域であるも
PTヽ置 (PrO■7isi9nal T01crable Weckly lntakc,暫定耐容運間摂取量)
どいないと考えるのが妥当である。

統計学的に非常に誤差
したがつて、実際には

を超える人は、ほとん

度数分布
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日本人が食品を通じて摂取するカドミウムのうち野菜各品日から摂取する

量の割合は、主要な摂取源である米に比べて低い上、我が国の農作物の流通・

販売や食生活の現状からは、カドミウム濃度の高い野菜を毎日大量に、長期間

にわたうて摂取する可能性は低いと考えられますが、食生活を通じて健康な毎

日を過ごすためにも、同じ食品を毎日たくさん食べ続ける偏食などに注意し、

バランスの良い食生活を心がけましょう。
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